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第1章 序論 
 
1.1. 背景 
1.1.1. 地球温暖化問題の現状 
地球表面の大気や海洋の平均温度は「地上平均気温」と呼ばれ，地球全体の気候の変化
を表す明確な指標として用いられており，19 世紀から統計がとられている．統計データに
よると地上平均気温は，揺らぎながらも明白に上昇傾向を示し，1906 年–2005 年の 100 年
間で 0.74℃（誤差は±0.18°C）上昇したと報告されている．気候変動に関する政府間パネル
(Intergovernmental Panel on Climate Change：IPCC)は，世界の経済の道筋を 4 つに大別し，そ
れぞれの道筋を叙述的，または，定量的に描写したシナリオを前提とした将来の温室効果
ガスの排出量を基に，2100 年までの世界平均気温の変化を推計している（図 1-1）．推計
によれば，世界平均気温の上昇は，最も上昇の小さい B1 シナリオ（環境の保全と経済の発
展が地球規模で両立する社会）で，1.1～2.9℃，化石エネルギー源を重視しつつ高い経済成
長を実現する社会(A1FI シナリオ)で，2.6～6.4℃上昇し，平均海面水位は，18～59cm 上昇
するとされている 1)．地球温暖化は，今後大きく加速するものと想定されており，世界が直
面している深刻な地球環境問題のひとつとなっている．地球温暖化の原因とされる温室効
果ガスにはいろいろなものがあるが，二酸化炭素(CO2)，メタン(CH4)，亜酸化窒素(N2O)，
ハイドロフルオロカーボン類(HFCs)，パープルフルオロカーボン類(PFCs)，六フッ化硫黄
(SF6)の 6 つの物質が代表的である 2)．中でも二酸化炭素は，比率が高く温室効果ガスの 9
割を占めている 3)．図 1-2 は，大気中の二酸化炭素濃度の推移である．地球には，二酸化
炭素を吸収する力があるが，現在地球の吸収能力を超えて大気中に二酸化炭素を出し続け
ているため，大気中の二酸化炭素濃度は，どんどんと高まっている．現在の二酸化炭素濃
度は，産業革命以前の平均的な値とされる 280ppm に比べて約 40%増加している 4)． 
温室効果ガスの増加には，次のような歴史的背景があげられる．18 世紀半ばに英国で始
まった産業革命以降，先進国では木材ではなく，石炭や石油を動力源や発電，製鉄，化学
製品の燃料といった原料として大量に使い始めた．一方，発展途上国では，焼き畑農業や，
森林伐採を進めている．そのため，以前は排出された二酸化炭素は，森林が光合成に使っ
て吸収したり，海洋に溶け込んだりして吸収されバランスをとっていたが，二酸化炭素排
出量の増加と吸収するための森林の減少が共に進み，二酸化炭素排出は吸収しきれなくな
っている．温暖化がすすむと，洪水，干ばつ，台風の多発や熱波の襲来という短期的な被
害が出るだけでなく，森林が喪失し，そこに住む動植物が生息できなくなるなど自然が大
きく変わる恐れもある．また，農作物の不足や，伝染病の流行など人類の活動への影響も
懸念されている 5)．この問題を解決するためには，温暖化が将来の人類や環境へ与える悪影
響を考慮して，早急に対策を立てる必要がある．しかしながら，二酸化炭素の排出は，生
活が豊かになったことによりその多くが引き起こされたものである．二酸化炭素を排出し
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ないようにするとういうことは，生活レベルや考え方の根本的な改革が必要となる．その
ため地球温暖化問題は，重要な問題であるとの認識があるにもかかわらず，決定的な解決
策がなかなか打ち出せていない．また，対策コストも非常に大きくなると見られており，
その負担や政策的な優先度に関しても議論をしていく必要があるなど多くの課題を抱えて
いる． 
 
IPCC AR4 より抜粋 
図 1-1 世界平均地上気温の上昇量と今後の予測 1) 
 
 
気象庁 気候変動レポート 2010 より抜粋 
図 1-2 大気中の二酸化炭素濃度の推移 4) 
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1.1.2. 地球温暖化防止政策 
地球温暖化をめぐる国際的合意の最初のものとして，国連環境計画(UNEP)と世界気象機
関(WMO)の共催で，IPCC が 1988 年に設置されたことがあげられる．IPCC は, 地球温暖化
について科学的な研究の収集・整理のための政府間機構であり，地球温暖化に関する最新
の知見の評価を行い，対策技術や政策の実現性，その効果に関する科学的知見の評価を提
供している 5)．その後，オランダのノルトヴェイクで開かれた大気汚染および気候変動に関
する閣僚会議が，1989 年に大気汚染および気候変動に関するノルトヴェイク宣言を行い，
気候変動に関する国連枠組み条約を早急に成立させるよう，その準備作業を強化・促進す
べきであると勧告している 6)．その結果，1992 年にブラジルのリオ・デ・ジャネイロにて
開催された「環境と開発に関する国際連合会議」で，「気候変動に関する国際連合枠組条約」
が採択された．同条約では，大気中の GHG 濃度の安定化と地球温暖化がもたらす悪影響防
止のための枠組みがつくられ，2000 年までに二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスを，
少なくとも 1990 年レベルまで戻すことが第 1 段階の目標とされている 7)．これにより，地
球温暖化の防止は，人類共通の課題として位置付けられることになった．その後，1997 年
12 月に日本の京都で開催された第 3 回締約国会議(COP3)では，161 カ国が参加して討議が
行われ，「京都議定書」8)が採択された．この議定書では，先進国に対し二酸化炭素をはじ
めとする温室効果ガスの 2008～2012 年の平均排出量を先進国全体で 1990 年レベルよりも
5.2%以上削減することが決められている 9)．そして，この目標を達成するため先進国に対し
て，各国別に 2008～2012 年の期間の削減目標を，日本：-6%，米国：-7%，EU：-8%等に設
定された．さらに 2007 年には，インドネシアのバリ島で COP13 が開催され，「バリ行動計
画」10)が合意された．バリ行動計画では，京都議定書以降，2013 年度からの更なる削減目
標が定められる予定である． 
わが国においても京都議定書の発効に伴い，地球温暖化対策を総合的かつ計画的に推進
するための機関として，地球温暖化対策推進本部が内閣に設置された 7)．2005 年 4 月 28 日，
温室効果ガスの削減策を示した『京都議定書目標達成計画』が閣議決定された．具体的な
内容としては，国民や企業に省エネ機器への買い替えを求め，政府も燃料電池や太陽光発
電の導入を進めることにより，産業部門の二酸化炭素排出量を1990年比8.6%削減すること，
民生部門，運輸部門の排出量をそれぞれ同 10.7%増，同 15.1%増に抑えることを目標として
いたが，目標の達成には至らず 2008 年に産業部門-4.6～-4.3%，家庭部門+0.9～+1.1%，運輸
部門+1.8%～+2.0%と目標値が改められた 10)．このように家庭部門，および，運輸部門は，
二酸化炭素部門別排出量の 20%を占めているにもかかわらず，未だプラスの削減目標とな
っており運輸部門の二酸化炭素排出量の削減は，急務とされている． 
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1.1.3. わが国の健康問題 
高度経済成長期後半より始まった，モータリゼーションの進展に伴い，人々のライフス
タイルも変化を遂げてきた．国民の健康問題は，環境問題に合わせてわが国の大きな問題
となっている．現在，わが国における生活習慣病に関する医療費は，国民医療費の約 3 割
に上っている 12)．図 1-3 は，主要因別に見た死亡率の年次推移である．戦前日本人の死因
の上位を占めていた疾病は，結核や腸炎などの感染症であったが，戦後，医療の発達，栄
養の向上，衛生環境の改善などで，これら感染症による死因は激減，また乳幼児死亡率も
低下するなど，日本人の平均寿命は飛躍的に伸び，世界的にも長寿国となった 13)．そして
これら感染症に代わり，がんや心臓病・脳血管疾患などの生活習慣病による死亡が増加し
ており，生活習慣病は，現代人の大きな健康問題のひとつとなっている． 
豊かな社会になったことによって，栄養状態や衛生状態は改善され感染症は減少したが，
むしろその豊かさが，食べ過ぎや運動不足という形でマイナスに作用し，生活習慣病の発
症，地球環境の悪化等の課題を生み出している．豊かな社会の中で，人々がどのように地
球と共存し健康的な生活習慣を実践していくかが，今後のわが国の課題のひとつとなって
いる． 
 
 
 
厚生労働大臣官房統計情報部「人口動態統計」より抜粋 
 
図 1-3 主要因子別に見た死亡率の年次推移 14) 
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1.2. 目的 
1.2.1. 研究に対する問題意識 
現在地球は，過去 1300 年で最も暖かくなっている 4)．この地球規模の気温の上昇，すな
わち地球温暖化は，平均的な気温の上昇のみならず，熱波や大雨・干ばつの増加などのさ
まざまな気候変化をともなっている．社会は，それぞれの地域の気候を背景に形作られて
いる．その気候が，地球規模で経験したことのないものに変わろうとしている．これから
起こると予想される気候変化がもたらす様々な社会・経済的影響に対して我々は，世界各
国との協力体制を構築し，解決策を見いだしていかなければならない．地球温暖化対策の
中で一番大きな課題が，二酸化炭素の排出量の削減である．二酸化炭素の排出量を減らす
には，化石燃料の消費を減らす必要がある．二酸化炭素の排出は，人為起源によるもので
あることが明らかである．わが国の二酸化炭素排出量は，産業活動が約 4 割と最も多いが，
次いで家庭部門と運輸部門（自家用車利用を含む）による排出が，各 2 割を占めている 2)．
産業活動における積極的な二酸化炭素削減の取り組みに比べ，家庭部門と運輸部門の二酸
化炭素の排出量は，いまだ増加の一途をたどっている．産業部門の削減努力のみでは，地
球温暖化の進行を止めることは不可能であり，家庭，運輸部門における二酸化炭素排出量
をいかに削減していくかが，今後の大きな課題となっている．しかしながら，家庭内や自
家用車利用など，日常生活における二酸化炭素排出量を削減することは，容易なことでは
ない．なぜなら従来の「公害問題」と呼ばれた頃の環境問題は，特定の加害者がいたのに
対し，地球環境問題は，加害者が特定できない．加害者は，それを生み出しているのは社
会のしくみであり，それを支えているのは国民一人ひとりの行動だからである．逆にその
恩恵も特定できず，誰かが恩恵を受けると，ほかの人も恩恵を受けるため，「社会的ジレン
マ」9)が生じる． 
 社会的ジレンマとは，「一人ひとりが自分にとって望ましい行動をとると，その行動自体
にはほとんど問題がなくても，そのような行動が集まったときには社会的にも個人的にも
望ましくない結果が生じる」というメカニズムである．これは，個別合理性と社会的合理
性が乖離しているために生じる．社会的ジレンマの難しさは，悲劇的な結果を予想できて
もその悲劇を回避できないところにある．自分一人が協力行動を取っても問題は解決され
ず，それどころか自分のコストがもっと大きくなってしまうからである．この社会的ジレ
ンマを如何に解消するかが，日常生活における地球温暖化防止活動促進の鍵ともいえる． 
 
1.2.2. 本研究の目的 
本研究は，前節で述べた「社会的ジレンマ」を解決する術として，わが国が現在抱えて
いる 2 大課題「環境問題」と「健康問題」に着目する．「環境問題」と「健康問題」はこれ
まで別々の問題として捉えられてきた．しかしながら，広い視野で両者を見ると，例えば，
二酸化炭素排出量の大きなシェアを占める過度の自家用車利用は，歩行量の低下を招いて
いる．一方で，歩行量の低下は，生活習慣病の要因とも言われており，特に交通分野では
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両者は相互に影響を及ぼしている．このように，わが国における「環境問題」と「健康問
題」は，密接にかかわっている．さらに，これまで社会的ジレンマが生じていた環境問題
の解決に，個人の健康をメリットとして加えることにより，活動の恩恵を活動実施者が直
接受けることが可能となり，ジレンマの軽減も期待できる．そこで本研究は，これら「環
境問題」と「健康問題」の同時解決を目標とし，本大学が所在する徳島県において，効果
的な低炭素交通政策を提案・評価することを目的とする． 
 
1.3. 論文構成 
 本論文は，6 章から構成されている．第 1 章である本章は，研究の背景となる地球温暖化
問題と健康問題の経緯と，わが国の主な取り組みについて記載する．第 2 章にて，低炭素
交通政策，特に健康に着目した交通政策に関する既往研究を整理し，本研究の位置づけを
示す．第 3 章は，アンケート調査から徳島県における健康に着目した低炭素交通政策の導
入可能性を評価し，低炭素交通政策として，どのような健康支援が有効であるかを明らか
にする．第 4 章は，今後健康支援に必要と想定される，自動支援に向けて技術上の問題を
明らかにしその解決を試みる．第 5 章は，健康を動機付けとした社会実験から，環境・健
康の促進効果を分析する．最後に第 6 章で総括を述べる． 
 
 
 
図 1-4 論文構成 
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第2章 既往研究の整理 
 
2.1. 交通計画の概要と既往研究 
 交通計画の策定とは，将来の社会経済状況を想定し，将来の交通需要を予測，将来に生
じる可能性のある交通問題を想定して，それへの対応策を決めることであり 1)，社会の変化
に伴い交通計画手法も変化している． 
第 2 次大戦後の急速な都市化と自動車化が進展しつつあったとき，どのような消費財が
どれだけ必要とされ，どこにどれだけの規模の公共施設が建設されるべきかを決定するこ
とはさほど難しい作業でなかった．現在世界中で広く使われている，四段階推計法 1)が開発
されたのは，そのような時代であった．四段階推計法は，シカゴにおいて高速道路の需要
予測をするために発明されたものである．考え方が非常に簡素でわかりやすいため，様々
なところで交通需要予測として使われている．特に，鉄道や道路など輸送施設の新規建設
がある場合には，どれだけの利用者が利用するかなどを予測する手法としてよく利用され
る．四段階推計法を代表とする交通計画は｢需要追随型」で計画を作成する．「地域の人口
分布や土地利用」をもとに「将来の交通需要」を推計し，それに合った交通施設を「供給
計画」を立てるという考え方である．そのため，せっかく施設をつくっても，すぐに車が
増えて混雑が解消しない．交通事故や環境問題も良くならないなど，道路容量の提供が自
動車交通需要の更なる増大を煽ることが明らかとなる一方で，道路建設は，物理的，財政
的政治的にますます困難なものになりつつある今，道路容量の提供の意味そのものが問わ
れてきた．そこで，供給を増やすのではなく，供給とバランスするように,需要(交通量)を
調整する交通需要マネジメント(Transportation Demand Management :TDM)3)の発想が生まれ
た． 
TDM は，米国で 1970 年代から 1980 年代にエネルギーの節約，大気汚染の改善，ピーク
時混雑削減を目指して，1 人乗り自動車通勤に対する代替案を提供すべきという正当な要望
から始まったものとされている 3)．その後 1990 年代に入って米国では，1990 年改正清浄大
気法（CAAA），1991 年の総合陸上交通効率化法（ISTEA）の中で，法的にも交通需要管理
施策が組み入れられたこと，また MPO など都市圏レベルでの地域の協働によるアプローチ
が要求されたことなどから，TDM はより広い地域の交通関連課題に対応する施策として普
及していった．わが国においては，1980 年代後半から，学識経験者により海外の先行事例
が紹介され，「NEXT WAY」5)，「道路整備の長期構想」6)，「新道路整備 5 ヵ年計画」7)
等で施策として位置づけられるようになった．日本における TDM は，都市，または，地域
レベルの道路交通混雑の緩和を，道路利用者の時間帯の変更，経路の変更，手段の変更，
自動車の効率的利用，発生源の調整等，交通需要を調整することによって行う手法の体系
として定義づけられている(図 2-1)．時間帯の変更に着目した政策検討の代表的なものに，
高田ら 11)による時差出勤制度の社会実験があげられる．本実験は，官民協働組織によって
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金沢市内の特定問屋団地への一斉呼びかけによる大規模な社会実験であり，交通渋滞の大
幅な緩和効果が報告されている．さらに，福澤ら 10)による，フレックスタイム導入後の長
期的導入効果の検証や，有賀 9)らによる，生活行動への影響分析を行うなど，時間帯変更政
策への期待は大きく，様々な観点から調査されている． 
TDM 施策として最も多い施策は，手段変更に着目したものである．代表的なものに愛知
県で実施されたパーク・アンド・ライド社会実験，佐藤ら 14)による，公共交通利用促進を
目的とした交通エコポイントの導入実験，松村 15)による通勤手当の見直しがある．パーク・
アンド・ライドは，多くの場合新たな駐車場の確保が課題となるが，本実験は駅前店舗を
活用，さらに，駐車料金を商品券として購入することにより，提携店舗，利用者双方のメ
リットを生み出すことに成功している．また，交通エコポイント導入社会実験は，愛知万
博に合わせて実験的に導入されたものであるが，その後，他のエコポイントと連携し現在
も継続されている．これらの政策は，大きな効果が期待できるものの，膨大な初期投資が
必要となることから現在全国的な普及には至っていない．一方，通勤手当の見直しは，前
者に比べると初期投資は，ほとんど必要とされない．特に役場等は，就業者の環境改善意
識が高く，導入に対する反対は少数であったと報告されている．本実験の報告によると，
手当てのみの変更により近距離自動車通勤者が約半数に減少している． 
発生源の調整は，事例が少ないが，岐美ら 16)による，業務用自家用車の自宅持ち帰り自
粛による，都心部の流入交通量の抑制効果を調査したものなどがこれに当たる．岐美らは，
首都高道路交通対策協議会が実施した業務車両の自宅持ち帰り車両削減キャンペーンの効
果を分析し，4～10%の持ち帰り自粛効果を報告している．ただし，キャンペーンの効果は，
短期的であり，長期的には効果が薄らぐことを指摘している． 
経路の変更に着目した施策には，管ら 17)による，一方通行道路の設置社会実験があげら
れる．管らは，宮崎県において一方通行道路設置社会実験を実施し，所要時間と周辺道路
への影響を調査している．その結果，所要時間が 3 割減少したにも関わらず，周辺道路へ
の影響はほとんど無かったと報告している．このように TDM は，交通政策の経済学的な概
念と理論を背景にしたもので，交通経済の専門家にとって，理解しやすいものであり有識
者により多くの検討がなされた．しかし，典型的な TDM 施策であるロードプライシングや
流入規制は，欧州では成功事例が報告されている 19)ものの，わが国では，受容意識の低さ
から導入が進んでいない．一方で，ノーカーデーや自動車利用自粛の呼びかけ等は，社会
的な反対も少なく実施は可能であるものの効果が限られてくる 20)．つまり，TDM は合意形
成の困難さから, わが国では実際的成果が限定的となっているといえる．このような中，
多様な交通施策を活用し，個人や組織・地域のモビリティが社会にも個人にも望ましい方
向へ自発的に変化することを促す取組みとして「モビリティ・マネジメント」(Mobility 
Management :MM)21)の発想が生まれた． 
MM は，「大規模」かつ「個別的」にコミュニケーションを図るという点が，その最大
の特徴である．そしてそのコミュニケーションの対象が世帯や個人の場合は「TFP」（Travel 
9 
 
Feedback Program）と呼ばれ，職場や学校等の組織を対象の場合は「OTP」(Organizational 
Travel Plan）と呼ばれている 22)．TFP の最も代表的な例が，豪州のパース都市圏の取り組み
である 22)．この事例で 1999～2004 年度までに，約 17 万世帯を対象とした TFP が展開され
自動車分担率 7%減,バス利用者総数 10%増の成果を上げている．国内では，上記に比べて
小規模ながら京都府宇治地区による職場 MM24),龍ヶ崎市での居住者 MM25),つくば市で大
学を対象とした学校教育 MM26)等が行われており，1～3 割の自動車利用時間削減の効果を
上げている．さらに，神田ら 27)による，環境通貨との連携，荒平 28)によるレンタサイクル，
シャトルバスとの連携など，他の施策と組み合わせた複合的な施策も数多く実施されてい
る． 
英国では，事業所を対象とした OTP も盛んに進められている 29)．施策の概要は，企業や
団体が，自らの活動から派生する交通において，相乗りの奨励や在宅勤務の奨励等の移動
ニーズの抑制を達成するためのトラベルプランと呼ばれる計画書作成の義務づけや，トラ
ベルプランを作成・実施するためのアドバイスや援助を行うコンサルタントへの相談・委
託費用の補助施策などである．OTP の国内事例は，少数であるが，京都市 30)，31)による送迎
バスの共同運航交通システムや交通面談，大分県 32)におけるバス利用促進を主体としたMM，
福岡市 33)における「かしこいクルマの使い方」を考えるプロジェクトなどがあげられる． 
 
 
 
わが国における交通需要マネジメント実施の手引きより 
図 2-1 TDMの狙いと代表的手法 3) 
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 2.2. 健康に関する既往研究 
車社会の浸透により，わが国でも身体活動の低下による生活習慣病の増加が認められ，
国全体で取り組む一次予防策として，その改善活動が開始されている．2000 年より開始し
た，「21 世紀における国民健康づくり運動（健康日本 21）」34)では，身体活動が多い者や運
動をよく行っている者は，総死亡率，虚血性心疾患，高血圧，糖尿病，肥満，骨粗鬆症，
結腸癌などの罹患率や死亡率が低いことを示し，地域における運動の推進などについて，
各分野の数値目標を定め，国民の健康増進運動を進めている．現在，わが国における生活
習慣病に関する医療費は，国民医療費の約 3 割に上っている．この生活習慣病を防止する
ためには，日常生活の中で運動量を増やすことが重要である．運動をすると疾患の予防に
つながるということは常識と思われるが，その真偽については長い間議論されており，今
日においても身体活動の有益性が疫学分野において数多く研究されている 35)． 
運動には，ジョギングやテニスなど激しい運動が必ず必要ではなく，歩行程度の軽い運
動でも，2 型糖尿病(Hu FB35)，LaaksonenDE37))，冠動脈疾患(Manson JE37))のリスク減少に
つながることが報告されている．日本国内でも，Noda ら 39)，Sato ら 40)により，歩行と 2 型
糖尿病や心疾患の関係について報告されており，ウォーキング等の軽負荷運動が見直され
つつある．そこで通勤・通学等の交通行動が，簡単かつ継続的に適度な運動習慣が得られ
る行動として，近年大きな注目を集めている． 
通勤時の交通手段と生活習慣病の関係に注目したものに，高田 41)，村田 42)らによる報告
がある．彼らは，通勤・通学に，活動的な交通手段や公共交通機関の利用頻度が増加する
につれて，生活習慣病の発症率が軽減することを示している．また，井上 43)は，生活習慣
病対策として MM と医学の協働の重要性を述べている． 
MM の観点から健康面の視点を取り入れようとする試みは，少数であるが，中井ら 44)や，
瀬戸 45)らによる実験的報告がある．中井らは，万歩計により計測した歩行実態をフィード
バックすることにより，歩行量 30%の増加を報告している．瀬戸らは，身体測定，血液検
査，活動量調査等の健康に関する詳細情報の提供を行い，通勤通学時の自動車利用抑制に
与える影響を調査し，自動車利用率の有意な低下を報告している．また，岡部ら 46)は，環
境と健康に関する TFP を行い，環境と健康を合わせてフィードバックすると，より効果的
に行動変容が進むと報告している．一方，程ら 47)は，地方都市において，通勤手段を自動
車から徒歩や自転車に転換することによる生活習慣病患者数の減少効果を推計し，自転車
や徒歩通勤の推進が，生活習慣病の抑制に有効であると述べている．しかしながら，特に
自転車利用の推進に関しては，交通安全，道路整備等の課題が多く残されている 48)． 
 
2.3. 本研究の位置づけと特徴 
本研究は，地方都市のひとつであり，かつ，平成 5 年から平成 18 年まで糖尿病死亡率全
国ワースト 1 位を記録し 50)，自動車に強く依存した生活スタイルと運動量の不足の双方が
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指摘されている徳島県を対象とし，政策対象者の健康支援を通して健康・環境問題を同時
に解決することを目的とした低炭素交通政策実現の可能性を検討する．具体的には，以下
を明らかにする． 
 
(1)徳島県住民の交通行動の実態 
 交通行動は，地域によって大きく異なることが想定されるため，政策対象者の現在の交
通行動を事前に把握する必要がある．そこでパーソントリップ調査から，政策対象者の日
常の交通行動を把握し，対象地における低炭素交通推進の必要性を明らかにする． 
 
(2)地方都市における健康を動機付けとした低炭素交通政策の導入可能性 
低炭素交通政策として，個人の健康に着目した取り組みは一部報告があるが，多くが実
験的な検証であり，どのような健康支援が交通政策として効果が高いものかについて報告
されたものは見当たらない．また，公共交通等の交通環境が異なる都心部と地方都市では，
同じ政策を導入しても効果が異なるものと想定される．そこで本研究は，地方都市のひと
つである徳島県を取り上げ，本地においてどのような健康支援が低炭素交通推進に有効で
あるかを明らかにする． 
 
(3)低炭素交通推進のための健康支援に関する技術 
 健康支援に関する技術は多数存在するが，交通行動は，日常活動の中のごく一部である
との認識から，交通行動利用時の健康支援について議論はあまりなされていない．本研究
は，今後健康支援により交通行動変容を促すためには，個人の努力量を正確に提示する必
要があるとの認識から，低炭素交通推進に必要な健康支援技術の問題点を明らかにし，そ
の改善手法を提案する． 
 
(4)低炭素通勤推進による環境・健康促進効果 
特定保険指導料の義務化に伴い，企業において社員の健康への関心が高まりつつある．
通勤行動は，日常的に繰り返すため，簡単かつ継続的に運動習慣が得られ，さらに低炭素
にも繋がる活動であり，企業において従業者の健康と地球環境問題を同時解決できる健康
MM の推進は，新たな低炭素通勤施策としての可能性を秘めていると考える．そこで本論
文では，公共交通が十分に発達していない地方都市において，自動車から徒歩のみでなく
自転車への転換も考慮に入れた健康 MM を通勤施策として導入し，地方都市における健康
MM の導入効果を CO2削減，および，健康促進効果の観点から評価する． 
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第3章 健康支援に着目した低炭素交通政策の導入評価 
 
本章は，地方都市における健康を動機付けとした低炭素通勤の導入可能性を評価する．
自動車の使われ方や必要性は，地域により様々であり，全国一律の｢心がけ｣的な対策は効
果に乏しく，地域の特徴をとらえた低炭素交通政策の必要性が唱えられている 1)．また，交
通環境が大きく異なる大都市圏と地方都市では，同じ政策を導入しても同等の効果がない
ことも考えられる． 
本研究は，地方都市のひとつであり，かつ，平成 5 年から平成 18 年まで糖尿病死亡率全
国ワースト 1 位を記録し 2)自動車に強く依存した生活スタイル，運動量の不足の双方が指摘
されている徳島県を対象に，政策対象者の健康支援を通して健康・環境問題を同時に解決
することを目的とした低炭素交通政策の実現可能性を評価する 3)． 
 
3.1. 研究対象地域の現状と低炭素交通の経緯 
3.1.1. 徳島県の現状 
徳島県は，四国の東部に位置する．本県は，全体的に山地の多い地形であり，山地が全
面積のおよそ8割を占めている 4)．山間部からは，水量の豊富な河川が多数流れ出しており，
豊かな水資源をもたらしている．その一方で，山々は昔から現在に至るまで，徳島県内の
物流や交流の大きな障害となってきた．表 3-1に，徳島県の面積と人口を示す．徳島県は，
面積，人口ともに大きな県ではなく，2012 年現在の人口は，780,423 人（人口密度で 188.20
人/km2）であり，人口密度は，国内で人口密度が最も高い東京都(6,024 人/km2)の約 1/30 で
ある．また，12 の市町村が，過疎地域に指定されている 5)． 
 
 
表 3-1 徳島県の面積と人口 
 
国土交通省国土地理院「全国都道府県市区町村別面積調査」6)より 
 
 
項目 内容
順位
（47都道府県中）
面積 4,146.74km2 36位
人口 780,423人 44位
人口密度 188.20人/km2 33位
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1988 年に本州と四国を繋ぐ連絡橋（瀬戸大橋）が開通したことをきっかけに，徳
島県を取り巻く交通体系も大きく変化した．これまで阪神方面への県民の足として親しま
れてきた海上航路が運行を終了し，現在は 3 本の連絡橋が本州との主な架け橋となって
いる．本州と四国が陸路で連絡されたことにより，瀬戸内地域を中心に社会・経済に大き
な変化がもたらされた．これらの道路は，日常生活のみでなく業務や観光など，多様な目
的で利用され瀬戸内地域の交通動脈の役割を担っている．表 3-2 に徳島県における自動車
の保有台数を，表 3-3～表 3-4 に，バス，および，鉄道の輸送状況を示す．自動車の保有
台数はすべての用途において年々増加している．特に自家用乗用車の増加が大きく，平成
21 年現在の保有台数は，昭和 40 年代の約 7 倍，1 世帯当たり 1.3 台の保有となっている 8)．
その一方で公共交通は，少子高齢化社会の進展，環境問題などの面から県民の生活交通の
確保として求められているが，いずれも利用者は年々減りつつあり，昭和 40 年代に比べて，
バスの利用者は 10 分の 1，鉄道利用者は 3 分の 1 となっている． 
 
表 3-2 徳島県の自動車保有台数       
 
資料 徳島県統計書 9) より 
 
表 3-3 徳島県のバス輸送状況 
 
資料 徳島県統計書 9) より 
年度 貨物 乗用 乗合用 特殊用途 二輪
昭和45 150,018 59,616 1,227 2,213 7,457
昭和50 234,924 130,336 1,398 4,282 5,787
昭和55 324,002 184,418 1,483 5,411 6,559
昭和60 387,547 197,924 1,519 5,928 11,319
平成元 449,695 220,854 1,651 7,374 12,939
平成5 510,722 282,313 1,728 8,512 14,071
平成10 576,799 361,482 1,805 11,245 15,975
平成15 604,588 407,229 1,715 11,913 17,102
平成20 607,789 425,338 1,712 11,007 18,399
平成21 607,814 427,834 1,703 10,866 18,570
年度 延実働車数（台) 走行キロ数(km) 輸送人員(人)
昭和45 180,302 24,598 61,587
昭和50 135,993 19,712 42,553
昭和55 166,767 18,723 29,148
昭和60 126,484 18,310 23,283
平成元 107,544 16,389 19,382
平成5 101,355 15,345 17,669
平成10 97,355 16,732 15,514
平成15 90,943 19,358 12,197
平成20 99,901 19,988 10,557
平成21 99,966 19,869 9,825
(単位：台) 
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表 3-4 徳島県の鉄道輸送状況 
 
資料 徳島県統計書 9) より 
 
 
3.1.2. 徳島県における低炭素交通推進の経緯 
徳島県は，平成 12 年 1 月に「徳島県環境基本条例」の基本理念を踏まえ，「人と自然と
が共生する住みやすい徳島」を実現するため，県民，事業者，行政の各主体が緊密な連携
及び協力のもとで，提言，調査研究，普及啓発等に取り組むための協働組織を設立した 10)．
徳島県は本組織を中心に，平成 20 年度以降，地球温暖化対策における実践活動を行ってい
る．徳島県内におけるこれまでの低炭素交通推進活動は，以下のとおりである 13)． 
 
①平成 20 年 11 月 10 日～14 日 徳島市中心部の交通社会実験 
コミュニティサイクルステーションの設置と水上バス運行による，自転車利用促進可能
性調査．5 日間の社会実験による温室効果ガス削減量 1,814kg（▲14%） 
 
②平成 20 年 11 月 1 日～5 日 徳島市川内町の交通社会実験 
パークアンドライドステーションとシャトルバス運行によるモーダルシフト可能性調査
5 日間の社会実験による温室効果ガス削減量 2,746kg（▲7%） 
 
社会実験に合わせた調査では，大幅な二酸化炭素排出量の削減の可能性を示唆する成果
が得られたものの，実際に社会実験中にモーダルシフトを実施した参加者は数%にとどまり，
事前意向調査で参加の意向を示した比率と大きくかけ離れる結果となった．この結果から
環境への意識はあるものの実行動を起こせないでいる就業者が多くいる実態が明らかとな
り，自発行為を促す施策の必要性が唱えられている． 
 
年度 普通（人) 定期（人) 計（人)
昭和45 8,129,874 18,327,830 26,457,704
昭和50 9,112,418 15,994,479 25,106,897
昭和55 7,426,664 13,468,151 20,894,815
昭和60 4,436,063 6,833,396 11,269,459
平成元 4,918,871 8,048,661 12,967,532
平成5 5,587,090 9,098,345 14,685,435
平成10 4,607,541 8,046,131 12,653,672
平成15 3,591,106 6,850,697 10,441,803
平成20 2,892,894 7,090,996 9,983,890
平成21 2,674,995 6,789,676 9,464,671
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3.2. 徳島市中心部と郊外従業者の通勤行動比較 
徳島県従業者の交通行動を市街地と郊外従業者を比較して示す．調査は，平成 20 年度の
社会実験に合わせて，徳島市中心部と郊外工業団地の 2 箇所で実施されている．表 3-5 に
調査概要を示す．調査は，徳島市中心部と郊外の従業者を対象に実施され，ともに 2, 000
部以上のサンプルを得ている．市街地と郊外の従業者間で，男女比に大きな差異はないこ
とも確認できる．図 3-1 は，市街地，郊外別に見た調査対象者の年齢比である．市街地，
郊外とも，29 歳未満および 60 歳以上の比率が低く，30 歳代，40 歳代、および，50 歳代が，
24%～34%の間でほぼ均等となる類似した分布となっている．一方，図 3-2 の通勤距離は，
ピーク距離が市街地調査1～5km，郊外調査5～10kmであり，調査地による差異が見られた．
市街地は，ピークが近距離にあり裾野が広く分布しており，平均通勤距離は，市街地調査
10.0km，郊外調査 9.4km であった．また，通勤手段は，図 3-3 に示すように，市街地調査
で自動車通勤が 34%，次いで自転車が 32%となっており，その他にも多様な交通手段が選
択されているが，郊外調査では，自動車が 88%であり，高い自動車依存が見られる．そこ
で本研究は，徳島県の中でも特に通勤時の自動車依存が高い郊外従業者を対象とし，以降
通勤時の自動車利用抑制を目的とした通勤政策を検討することとする． 
 
表 3-5 調査概要 
 
 
 
図 3-1 年齢構成 
市街地調査 郊外調査
対象者 徳島市中心部従業者 徳島市郊外従業者
調査日 平成20年10月 平成20年8月
回収部数 2,680部 2,572部
男女比 男性：74% 女性：26% 男性：75% 女性：25%
29歳未満
9%
30歳代
24%
40歳代
34%
50歳代
29%
60歳代以
上
3%
無回答
1%
N=2,680
29歳未満
9%
30歳代
27%
40歳代
28%
50歳代
33%
60歳代以
上
2%
無回答
1%
N=2,572
郊外調査 市街地調査 
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図 3-2 通勤距離分布 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-3 通勤手段 
 
3.3. 対象者の自動車通勤からの転換意思の傾向 
徳島県において健康を動機付けとした自動車利用抑制の可能性を把握することを目的と
したアンケート調査を実施した．一口に健康支援といっても手法は様々であり，どのよう
な支援が低炭素交通政策として有効であるかを把握する必要がある．そこで，健康支援に
着目した低炭素通勤政策に対する参加意欲を調査した．表 3-6に，アンケート概要を示す．
アンケート実施日は，2010 年 11 月である．アンケート対象者は，徳島県内の特定郊外工業
団地内の 9 事業所に従事する従業者とした．9 事業所全体の従業者数は，約 3,000 名であり，
8 割を男性が占めている．一方，徳島県の労働者人口は，男性が 6 割であり 12)，分析結果を
県内全域に展開することを想定した場合，男性意見が強く反映されることが懸念される．
そこで調査は，男女年齢比がほぼ同じとなるように回答者を選定した上で実施している．
0
0.5
1
0
500
1000
1km未満 ～5km ～10km ～15km ～20km ～25km ～30km 30km以上
累
積
度
数
人
数
(人
）
通勤距離（km)
人数（市街地調査）
人数（郊外調査）
累積度数（市街地調査）
累積度数（郊外調査）
路線バス
1%
JR
0%
自転車
6% 徒歩
4%
自動車
88%
バイク
1%
無回答
0%
N=2,572
郊外調査 市街地調査 
路線バス
5%
JR
11%
自転車
32%
徒歩
6%
自動車
34%
バイク
10%
無回答
2%
N=2,680
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アンケートの配布部数は 180 部，回収率 88%，うち有効答率は 87%(138 サンプル)であった．
表 3-6 に，男女年代別の調査サンプル数，および，徳島県の労働者人口を示す．県内労働
人口に対するサンプル率は，0.02～0.08%である．サンプル率に若干の偏りが見られるが，
極端に少ない箇所はなく男女別評価が可能なサンプル数が得られている． 
アンケート対象とした工業団地は，北部および南部の市街地中心部から約 8km，最寄駅
から 6.6km 離れている(図 3-4)．また，通勤通学時間帯の最寄駅への列車乗り入れ本数は，
1 時間に 3 本程度，さらに最寄り駅と対象地域を結ぶシャトルバス等もなく，通勤に十分な
公共交通整備がされていない．このような背景もあり，通勤時に約 9 割が自動車を利用し
ている．しかしながら，通勤距離別に自動車通勤者の割合を詳しく見ると（図 3-5），通勤
距離 5km 未満の近距離通勤者でも 80%以上となっており，公共交通の利便性のみでなく，
通勤時に公共交通の利用を必要としない従業者も高い自動車利用となっていることがわか
る． 
 
表 3-6 アンケート概要 
 
 
 
表 3-7 被験者の男女年齢別人数と徳島県労働者人口 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
項目 内容
調査方法 アンケート調査
調査日 2010年11月
対象者 徳島市郊外従業者
配布部数 180部
回収部数 158部
有効回答数 138部(有効回答率87%)
29歳未満 30-39歳 40-４9歳 50歳以上 計
男性 9 15 16 14 54
女性 12 15 27 30 84
男性  33,060  41,397  41,776  93,003 209,236
女性 29,652 31,819 35,518 67,600 164,589
男性 0.03% 0.04% 0.04% 0.02% 0.03%
女性 0.04% 0.05% 0.08% 0.04% 0.05%
調査
サンプル数
Ns
徳島県
労働者人口
Ne
Ns/Ne
21 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-4 調査対象地域と最寄り駅 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-5 通勤距離別自動車利用率 
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3.4. 奨励金政策導入による自動車抑制効果の推計 
健康支援に先立ち，ここでは，一般的な自動車抑制政策のひとつである奨励金を想定し
た場合の本地における政策の導入効果を推計する．対象地区の周辺にある一部の事業所は，
自転車/徒歩通勤者に対する奨励金を制定し，自転車や徒歩による通勤を推奨している．そ
こで，既往事例と同額，もしくは，それ以上の奨励金を想定して自動車通勤から自転車/徒
歩通勤への転換意思を調査した．奨励金の金額は，片道 200 円，片道 500 円，片道 1,000 円
以上，何円でも控えないを選択肢とした．アンケート回答者 138 名のうち，現在自動車通
勤している 128 名に対して調査した手当額に対する自動車通勤の抑制意思から導入効果を
推計する．なお，片道 200 円以下の奨励金は，すでに片道 200 円の奨励金が周辺事業所で
設定がされていることから，これより小額の奨励金は，周辺事業所の金額と比較してのデ
メリット感から参加意欲が下がることが懸念されるため，選択肢には含めていない． 
奨励金の額ごとに，通勤距離に対する自動車通勤からの手段転換意思表示者の比率を求
めたものを図 3-6 に示す．奨励金額が増えるに従い，転換意思表示者は増加する傾向が見
られる．また，奨励金の額が少ないほど，2km 未満の通勤者に対し 2～4km で交通手段転換
意思表示者率が大きく低下することもわかる．これより，二酸化炭素排出量 1t 当たりの単
位削減費用 Cprm を推定した結果を表 3-8に示す．ここで単位削減費用 Cprmは，奨励金とし
て支払いが想定される費用 Pprm，転換意思表明者の通勤距離 Dprm，ならびに，対象地域で事
前に調査した自家用車平均燃費 Uf13)から 式(3-1)とする．転換意思表明者の比率は，図 3-6
より通勤距離に大きく関与しているため，通勤距離を変数に用いている．今回設定した奨
励金の中で，単位削減費用が最も少ないものは，表 3-8 より片道 200 円であり，奨励金の
額が上がると参加人数は増えるが，単位削減費用としては，費用が増加することがわかる．
そこで以降の分析は，片道 200 円の奨励金を仮定する．本地で奨励金政策を想定した場合，
最も単位削減効果が良いものを想定しても，二酸化炭素を 1t 削減するに当たり 213 千円の
費用が必要となる．この結果を排出量取引のひとつである，国内クレジット相場(約 2,500
円/t)14)と比較すると，二酸化炭素を 1t 削減するために 50 倍以上の経費がかかる計算となる．
自転車/徒歩通勤に対する奨励金政策は，名古屋市や静岡県をはじめ各地で多くの成功事例
が報告されている 15)が，今回の分析から，本研究の対象地域のような公共交通が十分整備
されていない地域では，効果が得られない場合があることが明らかとなった．よって，政
策を検討する際には，地域の特質を把握し，対象とする地域にあった政策を選定する必要
があると考える． 
 
2COprm
fpprm
prm UD
UNP
C
⋅
⋅⋅
=              (3-1) 
∑=
h
hhprm hRPND ・・             (3-2) 
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∑=
h
hp NN               (3-3) 
ただし, 
Pprm: 奨励金 
Uco2: CO2原単位(2.3kg/l) 
Dprm: 政策参加者総通勤距離 
Uf : 自家用車平均燃費(11km/l) 
Np: 政策参加者数 
Nh: 通勤距離別従業者数 
RPh: 通勤距離別政策参加率 
h: 通勤距離 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-6 奨励金導入による交通手段転換意思表示者率 
 
 
表 3-8 奨励金政策想定時の単位削減費用 
 
 
奨励金
（片道）
自動車抑制意
思表示者数
(人/128人中)
単位削減費用 C prm
（千円/t-CO2)
200円 7 213
500円 41 251
1000円 88 292
0
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0.4
0.6
0.8
1
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通
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意
思
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者
率
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500円以下
1000円以下
N:128
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3.5. 政策対象者の環境と自動車利用意識を考慮した健康支援政策導入効果 
3.5.1. 政策対象者の環境と自動車利用に対する意識の把握 
前節で述べたように，自動車利用を抑制する政策を導入する際，対象とする地域や人々
の特徴を事前に把握する必要がある．特に MM は，個人の心理的側面に働きかけるもので
あり，対象者の環境や自動車利用に対する意識が導入効果に影響する可能性があると考え
られる．そこで本節は，対象者の環境や自動車利用に対する意識を考慮しながら，健康支
援を通した低炭素交通政策の導入効果をアンケート結果から推計する． 
自動車利用抑制のために必要と思われる環境や自動車利用に対する意識として， 
a.環境問題への関心の有無(以下，環境関心と略す) 
b.地球温暖化防止のために自動利用を控えようという意欲(以下，自動車利用抑制意欲
と略す) 
c.自動車利用抑制に対する非困難感(以下，自動車利用抑制困難感と略す) 
の 3 点に着目する．質問内容は，表 3-9に示すとおりとし，各設問は，「とてもある」から
「まったく無い」までを 5 段階とし，回答者の意識の最も近い位置にチェックをする形式
としている．各設問に対する回答比を図 3-7 に示す．政策対象者の意識は，環境への関心
は高く，a.の環境関心に対して関心がある（とてもあるを含む）と答えた回答者は，80%以
上となっている．一方，b.の自動車利用抑制意欲に対して，意欲が「とてもある」と回答し
た者は，10%以下であり，「ある」を加えても 40%に満たない．また，c.自動車利用抑制困
難感は，自動車利用抑制に困難意識がない（ない，もしくは，まったくない）と回答した
者は約 20%であり，政策対象者の環境と自動車利用抑制に関する意識を持つ人の比率は，
大きく異なっている．表 3-10は，回答比率の差に関する z 値と各意識間の相関係数である．
相関係数，および，z 値算定時の母比率は，各質問に対する意識の有無により，「とてもあ
り」および「あり」を意識あり(1)，「どちらでもない」，「なし」，「まったくなし」を意識な
し(0)と置換して算定している．各値を 5%で棄却し相関係数については相関あり，母比率の
差については，有意差ありと検定されたものを表中に網掛している．表 3-10の母比率の差
からも，各設問に対し意識があると回答した者の比率は，有意に異なっていることが確認
できる． 
また相関関係についてみると，「自動車利用抑制意欲」は「環境関心」および「自動車利
用抑制困難感」と相関係数は低いものの統計的に有意に相関があることが確認できる．一
方，「環境関心」と「自動車利用抑制困難感」の相関関係は有意でない．この結果は，この
ような地域での MM には，単に「環境関心」の向上を図るだけでは，「自動車利用抑制意欲」
を少し向上させることができたとしても，「自動車利用抑制困難感」が低いことが妨げとな
り，直接的に自動車利用抑制にはつながらないことを示唆している．そこで，以降の分析
は，「環境関心」，「自動車利用抑制意欲」，「自動車利用抑制困難感」の 3 つの意識を加味し，
健康支援政策に対する自動車抑制効果を推計する． 
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表 3-9 環境と自動車利用に対する質問 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 3-7 環境と自動車利用に対する被験者意識 
 
 
表 3-10 環境と自動車利用に対する意識の母比率検定と相関係数 
 
 
3.5.2. 健康支援政策の導入効果 
 3.5.1 節で導いた政策対象者の環境と自動車利用に対する意識を念頭に置き，次に健康に
着目した低炭素交通政策の本地における適用可能性を検討する．また，健康支援は，様々
な手法があるため，低炭素交通政策の視点からどのような支援が有効か明らかにする．そ
こで，健康支援情報提供サービスを通勤政策として導入することを想定し，これらのサー
ビスが提供された場合の自動車抑制意欲を調査した．質問内容の詳細を，表 3-11 に示す．
健康支援情報サービスは，全て既存の健康支援サービスである．表 3-12は，政策対象者の
環境，および，自動車利用に対する意識別に，表 3-13は，個人属性別に見た健康支援サー
項目 内容
a.環境意識 あなたは，環境問題に関心がありますか？
b.自動車利用抑制意欲 地区佑温暖化防止のために，自動車の利用を控えようと思いますか？
c.自動車利用抑制困難感 自動車利用を控えることは，難しいことだと思いますか？
          相関係数
 
z値
環境関心 自動車
利用抑制意欲
自動車利用
抑制困難感
環境関心 0.35 0.10
自動車
利用抑制意欲
6.83 0.18
自動車利用
抑制困難感
9.71 3.30
網掛けは，5%棄却
36%
8%
31%
34%
30%
49%
11%
41%
13%
15%
13%
3%
5%
8%
3%
0% 20% 40% 60% 80% 100%
c.自動車利用
抑制困難感
b.自動車利用
抑制意欲
a.環境関心
とても思う 思う どちらとも言えない 思わない まったく思わない
N:128
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ビスを利用しての自動車抑制意欲である．各サービスについて意識や個人属性の違いによ
り有意な差が得られたものを表中に網掛けする．表 3-12の環境と自動車利用意識別に見た
健康サービス利用による自動車抑制意欲は，自動車抑制意欲の有無と自動車利用抑制困難
感の有無別に見た際，多くの箇所が網掛けされている．a.消費エネルギー提供，b.健康アド
バイス，c.定期検診連携，および，d.体力診断のサービスは，自動車利用抑制意欲の有無で
分類した場合に大部分が網掛けされており，これらの政策は，自動車利用を控える意欲が
高いほど，サービス利用による高い自動車抑制効果が期待できることがわかる．一方， d.
体力診断，e.摂取エネルギー提供，f.食事分析，および，g.食事アドバイスは，自動車利用
抑制困難感と，性別の違いにより大部分が網掛けされている．また，通勤距離に対しても， 
a.消費エネルギー提供，e.摂取エネルギー提供において，相関が確認できる．年齢別に見た
健康支援政策による自動車抑制意欲は，全政策とも有意な差が見られず，環境への関心の
有無で有意な差が見られたものも c.定期健診連携のみであり，健康支援サービスの提供によ
る自動車抑制意欲は，対象者の個人属性や，環境・自動車利用に対する意識により異なる
ことが明らかとなった． 
 
 
表 3-11 健康支援サービスに関するす質問 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
a 消費エネルギー提供
あなたの1日の消費カロリーや運動した時間
を自動計測してくれるサービス
b 健康アドバイス提供
自動計測されたあなたの１日の運動量から
健康へのアドバイスが毎日メールで届く
サービス
c 定期検診連携
定期検診の結果を基に、健康プランを立案
してくれるサービス
d 体力診断連携
携帯電話を使って体力チェックが出来るコン
テンツ
e 摂取エネルギー連携
食べた物を入力すると、摂取カロリーを計算
してくれるサービス
f 食事分析
食事の写真を送ると栄養士が栄養を分析し
てくれるサービス
g 食事アドバイス
家族全員の健康状態やその日の運動量を
自動的に収集し、夕食のメニューをアドバイ
スしてくれるサービス
これらの
サービスに
より，あなた
の健康問題
が指摘され
た場合
自動車利用
を控えようと
1.とても思う
/思う
0.それ以外
NO 項目 内容 数値
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 表 3-12 環境と自動車利用に対する意識別に見た健康サービス利用 
による自動車利用抑制意欲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 3-13 個人属性別に見た健康サービス利用による自動車利用抑制意欲 
による自動車利用抑制意欲 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
関心
ある
関心
ない
ある ない 困難感
ない
困難感
ある
a 消費エネルギー提供 0.33 0.27 0.05 0.47 0.23 0.25 0.37 0.29 0.08
b 健康アドバイス提供 0.29 0.27 0.02 0.43 0.20 0.24 0.33 0.27 0.06
c 定期検診連携 0.37 0.19 0.15 0.43 0.28 0.16 0.35 0.33 0.02
d 体力診断連携 0.29 0.19 0.09 0.39 0.20 0.20 0.30 0.18 0.19
e 摂取エネルギー連携 0.37 0.26 0.09 0.41 0.33 0.08 0.47 0.30 0.16
f 食事分析 0.24 0.11 0.09 0.29 0.20 0.09 0.35 0.18 0.19
g 食事アドバイス 0.24 0.11 0.12 0.29 0.18 0.12 0.26 0.13 0.22
項目
*網掛は，5%有意
相関
係数
NO
環境関心
関心ある/関心ない
自動車利用抑制意欲
ある/ない
自動車利用抑制困難感
困難感ある/困難感ない
母比率 相関
係数
母比率 相関
係数
母比率
通勤距離
男 女 29歳未満 30歳代 40歳代 50歳代以上
a 消費エネルギー提供 0.28 0.36 -0.08 0.33 0.43 0.28 0.27 -0.07 -0.18
b 健康アドバイス提供 0.26 0.33 -0.07 0.19 0.43 0.21 0.32 0.09 -0.11
c 定期検診連携 0.28 0.35 -0.12 0.29 0.43 0.31 0.32 -0.01 -0.13
d 体力診断連携 0.16 0.17 -0.13 0.38 0.25 0.21 0.29 0.00 -0.12
e 摂取エネルギー連携 0.27 0.48 -0.21 0.38 0.43 0.28 0.37 -0.02 -0.16
f 食事分析 0.19 0.31 -0.15 0.33 0.18 0.26 0.20 -0.03 -0.12
g 食事アドバイス 0.14 0.33 -0.22 0.24 0.25 0.18 0.22 -0.02 -0.10
項目
相関係数
*網掛けは5%有意
母比率NO
性別
母比率
相関係数 相関係数
年齢
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 3.5.3. 健康支援政策と自動車利用意識に関する共分散構造モデル推定 
本節は，ここまで行ってきた被験者の環境と自動車利用に対する意識と健康支援による
自動車抑制意欲との相互効果を，共分散構造モデルを用いて検証する．これまでの分析に
より，健康支援政策と環境や自動車利用に対する意識の関係に，以下の仮説が立てられる． 
・地球温暖化防止のために自動車を控える意識が高いほど，a.消費エネルギー提供，b.健
康アドバイス提供，c.定期検診連携，d.体力診断連携によって自動車利用を控えようと
考える． 
・自動車利用抑制に対する困難感が低いほど，d.体力診断連携，e. 摂取エネルギー提供，
f.食事分析，g.食事アドバイスに関する情報を提供によって自動車利用を控えようと考
える． 
・男性に比べて女性の方が，e. 摂取エネルギー提供，f.食事分析，g.食事アドバイスに関
する情報により自動車利用を控えようと考える． 
・通勤距離が長いほど，a.消費エネルギー提供，e. 摂取エネルギー提供による，自動車抑
制意欲は下がる． 
・環境問題の関心，および，年齢は，健康支援に関する情報提供による自動車利用抑制
効果に大きく影響しない． 
構築した共分散構造モデル，および，推定結果を図 3-8に示す．モデルに用いる変数は，
これまでの分析結果と表 3-14 に示す各サービスによる自動車抑制意欲の相関係数から，e.
摂取エネルギー連携，f.食事分析，g.食事アドバイスは，環境や自動車利用に対する意識や，
個人属性の違いによる自動車抑制意欲の参加率の傾向が似ており，相関係数も高いこと，
さらに，これらの質問は全て「食事」に関するサービスという点で共通であるため，潜在
変数をひとつにまとめ表 3-15 のように定義している．なお，環境関心，および，年齢は，
これまでの分析から健康支援サービスの提供による自動車抑制意欲に大きな影響がないと
想定されるため，共分散構造モデルの要素から除外する．図中のパス係数は標準化した値
であり，1%有意な値には**を，5%有意な値には*を右肩につけている．自動車利用抑制意
欲と，消費エネルギー提供による自動車抑制意欲，健康アドバイス提供による自動車抑制
意欲，定期健診連携による自動車抑制意欲，体力診断連携による自動車抑制意欲間は，全
て 1%有意でありパス係数も高い．自動車利用抑制困難感と体力診断連携による自動車抑制
意欲，摂取診断による自動車抑制意欲も正のパス係数となっている．また，性別と摂取診
断連携による自動車抑制意欲間，および，通勤距離と消費エネルギー提供による自動車抑
制意欲，摂取診断連携による自動車抑制意欲は，マイナスのパス係数であり，前章で導い
た仮説と一致している．さらに，本モデルの適合度は，GIF:0.92, AGIF:0.84 であることから，
共分散構造モデルは適当であると判断する． 
パス係数に着目すると，消費エネルギー提供，健康アドバイス，定期検診連携による自
動車抑制意欲の係数は，自動利用抑制困難感に比べて自動車利用抑制意欲との間で高い数
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値を示しており，政策対象者の地球温暖化防止のために自動車利用を控えようとする気持
ちが，健康支援に着目した低炭素交通政策に大きく影響することが読み取れる．一方，摂
取診断連携による自動車抑制意欲のパス係数は，自動車抑制意欲よりむしろ，性別からの
絶対値が大きく，このような政策は，特に女性に対して有効であることが読み取れる．こ
のように，健康支援に着目した低炭素交通政策の導入効果は，個人属性や対象者の自動車
利用意識の影響を大きく受ける．政策を導入する際は，政策対象者の個人属性や自動車利
用に対する意識を十分に把握し，対象者に応じた政策の選定が必要といえる． 
 
 
 
 
図 3-8 自動車利用に対する意識と健康支援政策に対する共分散構造モデル 
 
 
家族全員の健康状態やそ
の日の運動量を自動的に
収集し，夕食のメニューを
アドバイスしてくれるサービ
スを利用して自動車利用を
控えようと思うか
0.84
自動車利用を控え
ることは難しいと思
うか
自動車利用
抑制意欲
自動車利用
抑制
困難感
地球温暖化防止のた
めに自動車利用を控
えようとも思うか
消費エネ
ルギー提
供による自
動車抑制
意欲
あなたの1日の消費カロリーや
運動した時間を自動計測して
くれるサービスを利用して自動
車利用を控えようと思うか 定期検診の結果を基に，健康
プランを立案してくれるサービ
スを利用して自動車利用を控
えようと思うか
携帯電話を使って体力チェックが
出来るコンテンツを利用して自動
車利用を控えようと思うか
食べた物を入力する
と，摂取カロリーを
計算してくれるサー
ビスを利用して自動
車利用を控えようと
思うか
食事の写真を送ると栄養
士が栄養を分析してくれ
るサービスを利用して自
動車利用を控えようと思う
か
自動計測されたあなたの1日の運
動量から健康へのアドバイスが毎
日メールで届くサービスを利用して
自動車利用を控えようと思うか
定期検診
連携による自
動車
抑制意欲
体力診断
連携にる自動車
抑制意欲
健康アドバイ
ス提供による
自動車抑制意
欲
摂取診断
連携による自動車抑
制意欲
0.86
0.85
0.76
0.79
0.81
0.84
0.38 0.35
性別
性別
0.28
-0.56*
通勤距離
通勤距離
0.80
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表 3-14 健康支援サービスによる自動車抑制意欲間相関係数 
 
 
 
表 3-15   健康支援サービスの分類 
 
 
  
a b c d e f
a
b 0.57
c 0.54 0.51
d 0.59 0.54 0.53
e 0.49 0.34 0.39 0.57
f 0.41 0.41 0.39 0.51 0.73
g 0.37 0.37 0.47 0.51 0.73 0.77
相関係数
NO
潜在変数 項目 数値
消費エネルギー提供による
自動車抑制意欲
a.消費エネルギー提供
健康アドバイス提供による
自動車抑制意欲
b.健康アドバイス提供
定期検診連携による
自動車抑制意欲
c.定期検診連携
体力診断連携による
自動車抑制意欲
d.体力診断連携
e.摂取エネルギー連携
f.食事分析
g.食事アドバイス
自動車利用抑制意欲 自動車利用抑制意欲
自動車利用を控える意欲
が
1.とてもある/ある
0.それ以外
自動車利用抑制困難感 自動車利用抑制非困難感
自動車利用を控えること
への困難感が
1.まったくない/ない
0.それ以外
性別 性別 1.男性0.女性
通勤距離 通勤距離 通勤距離（片道） km
摂取診断連携による
自動車抑制意欲
これらのサービスによ
り，あなたの健康問題
が指摘された場合
自動車利用を控えようと
1.とても思う/思う
0.それ以外
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3.5.4. 経済効果 
本研究の調査対象である徳島県は，3.4 節で触れたように奨励金等によるインセンティブ
政策を導入した場合，二酸化炭素削減量 1t 当たり 213 千円の費用が必要となり，経済的観
点からインセンティブによる低炭素交通政策の導入が困難な地域であった．そこで本節は，
経済効果に着目して提案政策の対象地域における導入の可能性を評価する．政策により具
体性を持たせるため，提案政策を徳島県全域に企業が主体となって「企業における低炭素
通勤政策」として導入すると想定する．交通手段の転換方法は，調査対象地における現在
の通勤手段は，自動車が 92%，自転車が 5%，それ以外の交通手段は全て 1%未満であるこ
とから，ここでは，自動車通勤者はすべて自転車に転換すると仮定して推計する．健康に
関する情報提供サービスは，3.5.2 節と同じ 7 つの情報提供サービス(表 3-11)を想定する．
健康支援政策による自動車抑制意欲は，性別により異なるため，個人属性を考慮して推計
する．ただしこれまでの分析より，導入政策の効果に年齢は大きく関与しないことが明ら
かとなっているため年齢は考慮せず，アンケート調査データと徳島県労働者人口の男女比
のみを考慮した拡大集計により徳島県における導入効果を推計する．また，健康支援に着
目した低炭素交通政策は, 3.5.2 節の分析から，対象者の自動車利用意識，および，自動車利
用抑制困難感と相関が強いことが明らかとなっている．そこで本節は，被験者を 4 つのグ
ループに分け，意識の違いを踏まえた健康支援政策の導入効果を推計する．グループ分類
の詳細，および，各グループの人数を，表 3-16に示す． 
本政策は，企業主体による低炭素通勤政策として導入を想定しているため，経済効果の
算定範囲は，政策を導入するに当たり企業が負担すべき費用，および，導入企業，政策参
加者，導入企業が所在する地域の交通/健康面の便益とする．政策導入費，政策導入便益，
および，二酸化炭素削減量の算定方法を，(1)～(5)で説明する．なお，健康に関する便益効
果が期待できるまでの期間は，対象者の現在の健康状況によっても異なるが，ここでの推
計は生活習慣病の予防政策として提案政策を使用することを前提とする．生活習慣病の改
善効果は，軽度な疾病状態であれば 3～6 カ月程度で改善効果は十分に期待できることが報
告されているため 16)年間効果として推計する．年間経済効果を同一地域で調査した奨励金
政策の経済効果と比較して示す． 
 
表 3-16 自動車利用意識による分類と対象者人数 
 
 
 
 
 
 
 
グループ 自動車利用抑制意欲 自動車利用抑制困難感 人数
A 意欲なし(0) 困難感あり(0) 69
B 意欲なし(0) 困難感なし(1) 11
C 意欲あり(1) 困難感あり(0) 35
D 意欲あり(1) 困難感なし(1) 14
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(1) 政策導入費 
a)奨励金 
 自動車からの転換手段を自転車と仮定した場合，奨励金政策導入時に想定される費用は,
自転車に転換した人に支払う奨励金のみである．奨励金の額は,対象地域におけるアンケー
ト調査から，最も効果的に二酸化炭素排出量の削減ができると算定された片道 200 円とす
る．このとき想定される年間導入費用 Cb は，片道当たりの奨励金 Pprm，政策参加者数 Np，
稼働日数 NDay を用いて式(3-4)で求められる．なお，拡大係数 Ms は，表 3-7 の調査サンプ
ル数と徳島県労働者人口の比率から求めたものである． 
 
Daypprmb NNPC ⋅⋅= 2                  (3-4) 
ここで,    
∑∑ ⋅⋅=
h
shshs
s
p MONN              (3-5) 
ただし, 
Pprm: 奨励金 (片道 200 円)     
Np: 政策参加者数 
NDay: 稼働日数 (264 日）    
Ms: 男女別拡大係数 
Nhs: 通勤距離男女別従業者数   
Ohs: 通勤距離男女別政策参加率 
h: 通勤距離 
s: 性別 
 
b)健康支援政策 
健康支援政策の導入にかかる費用は，健康情報を提供する際に生じるサービス提供費用
である．サービス提供にはさまざまな手法があるが，導入費用はできるだけ軽減させるこ
とが望ましいため，可能な限り簡便かつ低価格で提供できるものを選定している (表 3-17
参照) ．このとき，健康支援政策の導入費 Cing は,サービス提供費用 Ping と，政策参加者数
Np を用いて式(3-6)で求められる． 
 
ingping PNC ⋅=
                  
(3-6) 
ただし, 
Np: 政策参加者数   
Ping: サービス提供費用 
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表 3-17 政策導入費(年間) 
 
 
(2) 政策導入企業の便益 
導入企業の主な便益は，従業員が自動車通勤から徒歩，もしくは，自転車通勤に転換す
ることによる通勤費の削減効果Ecと，従業員が健康になることによる特定保健指導料の削減
効果Eiである．これらの便益Fcは，式(3-7)で求められる．特定保健指導は，現在40歳以上が
対象であるため，厚生労働省調査による40歳以上のメタボリック該当および予備軍の比率17)
をそれぞれ，積極的支援対象者率Racm，Racw，および，動機づけ支援対象者率Rmtm，Rmtwとし
ている．これに，徳島県の 40歳以上労働者人口をかけ合わせたものを対象地域における積
極的支援，および，動機づけ支援対象者として特定保健指導料の削減効果Eiの算定に用いる．
また，通勤手段転換による指導対象者減少率は，通勤距離に依存することが想定されるが，
本件の報告事例が十分でなく通勤距離に対する生活習慣病現象効果の詳細推計は困難であ
るため，ここでは平均値として通勤手段転換による指導対象者減少率Rcbを50%18)としている．
これに，積極的支援，および，動機付け支援に必要な年間保健指導料Pac，Pmt19)をかけて特
定保健指導料の削減効果Eiを算定する． 
icc EEF +=                  (3-7) 
ここで, 
CRNDE daycc ⋅⋅=                    (3-8) 
hMOND
s,h
shshsc ⋅⋅⋅= ∑                (3-9) 
 
imtiaci EEE +=                 (3-10) 
a 消費エネルギー提供
 あなたの一日の消費カロリーや運動した
時間を計測してくれるサービスの提供 活動量計：3000円/台
b 健康アドバイス提供
自動計測されたあなたの１日の運動量か
ら健康へのアドバイスが毎日メールで届
くサービスの提供
健康支援に関する携帯コンテ
ンツ利用料：200円/月
c 定期検診連携
 定期検診の結果を基に，健康プランを立
案してくれるサービスの提供 保健指導料：6,000円/月
d 体力診断連携
携帯電話を使って体力チェックが出来る
コンテンツの提供 体力診断に関する携帯コンテンツ利用料：200円/月
e 摂取エネルギー連携
食べた物を入力すると，摂取カロリーを
計算してくれるサービスの提供 算定システム導入費：500円/人
f 食事分析
食事の写真を送ると栄養士が栄養を分析
してくれるサービスの提供 分析料(栄養士）：2000円/月
g 食事アドバイス
家族全員の健康状態やその日の運動量を
自動的に収集し，夕食のメニューをアド
バイスしてくれるサービスの提供
食事指導料(栄養士）：
2000円/月
導入費NO 導入政策項目
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( ) cbacwwmanacmmanaciac RRNRNPE ⋅⋅+⋅⋅= 4040         (3-11) 
 
( ) cbmtwwmanmtmmanmtimt RRNRNPE ⋅⋅+⋅⋅= 4040         (3-12) 
 
∑ ⋅⋅=
s,h
shshsman MONN 4040             (3-13) 
 
∑ ⋅⋅=
s,h
shshswman MONN 4040             (3-14) 
ただし, 
Ec: 自動車通勤費増減            
Ei: 特定保健指導費用増減        
Dc: 政策参加者総通勤距離 
Ms: 男女別拡大係数 
Nhs: 通勤距離男女別別従業者数 
Ohs: 通勤距離男女別政策参加率 
NDay: 稼働日数 (264日）     
CR: 通勤手当（15円/km） 
Eiac： 特定保健指導料増減（積極的支援対象者） 
Eimt： 特定保健指導料増減（動機付支援対象者） 
Pac: 積極的支援者特定保健指導料（22,500円/年) 
Racm: 男性積極的支援対象者率（26%) 
Racw: 女性積極的支援対象者率（10%) 
Rcb: 通勤手段転換による指導対象者減少率(50%) 
Pmt: 動機づけ支援者保健指導料（5,500円/年) 
Rmtm: 男性動機づけ支援対象者率（25%） 
Rmtm: 女性動機づけ支援対象者率（10%） 
Nman40: 40歳以上男性政策参加者数 
Nwman40: 40歳以上女性政策参加者数 
h: 通勤距離 
s: 性別 
 
 
(s は男性) 
(s は女性) 
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(3) 政策参加者の便益 
政策参加者の経済効果 Fp は，自家用車走行距離が減少することによる走行費削減 Erun，
自動車事故の削減 Ea，参加者が健康になることによる医療費削減 Emed,，および，通勤時間
の増加に伴う時間損失 Etである．走行費削減 Erunは，走行経費 Mc20)，政策参加者の総通勤
距離 Dc(式(3-9)),および，自動車通勤費の増減 Ec(式(3-8))を用いて式(3-16)で求められる．交
通事故減少効果 Eaは，交通事故による年間損失予想額 Lta22)と，政策参加者数 Np(式(3-5))か
ら，式(3-17)で定義する．ただし，交通事故による年間損失予想額 Lta は，1 人当たりの予想
額であるため，走行距離の長短は加味しない．また，医療費効果 Emed は，生活習慣病の治
療に要する患者 1 人当たりの年間平均医療費 Pmed23)と，自動車通勤から自転車/徒歩通勤に
転換した際に想定される生活習慣病発症率の減少効果 Slrd から算定している．ここで，生活
習慣病の減少効果 Slrd は，通勤時の交通手段と生活習慣病発症率について調査した，疫学研
究 24)～26)を参照しているが，こちらも通勤手段転換による指導対象者減少率 Rcb と同様に通
勤距離の詳細に対する減少効果の報告が十分存在しないため，通勤距離は加味していない．
また減少効果は，現在の健康状態によって異なるため，積極的支援および動機付け支援対
象者の通勤手段転換による生活習慣病の減少効果は，(2)節の政策導入企業の便益で用いた
減少率 Rcb を用い，それ以外の政策実施者に対する生活習慣病の減少効果は，既往研究を参
考に Slrd で定義する．時間損失 Etは，自動車と自転車の平均速度差を用いて式(3-21)で定義
する．ここで，自動車および自転車の平均速度は，徳島県内で平成 20 年度に調査した通勤
時の平均走行速度 13)を用いている．また，渋滞時間から経済効果への変換には，時間単価
Pt20)を用いる． 
       
tmedarunp EEEEF −++=
             (3-15) 
ここで, 
 
ccdaycrun EMNDE −⋅⋅=                  (3-16) 
     ptaa
NLE ⋅=
                (3-17) 
( )lrdpncbpsmedmed SNRNPE ⋅+⋅⋅=          (3-18) 
( ) ( )mtwacwwmanmtmacmmanps RRNRRNN +⋅++⋅= 4040       (3-19) 
psppn NNN −=                (3-20) 
( ) tDaybycae
c
t PNVV
D
E ⋅⋅
−
=                (3-21) 
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 ただし, 
Erun:走行費削減効果       
Ea:交通事故減少効果 
Emed:医療費効果  
Et:時間損失          
Dc:政策参加者総通勤距離 
NDay:稼働日数 (264日） 
Mc:走行経費(15.58円/km) 
Ec:自動車通勤費増減 
Lta:交通事故による年間損失予想額(1,110円/人） 
Np:政策参加者数 
Pmed:生活習慣病の治療に要する患者一人当りの年間平均医療費（個人負担額）
(90千円/人) 
Nps:政策参加者数 
（積極的支援もしくは動機付け支援対象者） 
Racm:男性積極的支援対象者率（26%) 
Racw:女性積極的支援対象者率（10%) 
Rcb:通勤手段転換による指導対象者減少率(50%) 
Pmt:動機づけ支援者保健指導料（5,500円/年) 
Rmtm:男性動機づけ支援対象者率（25%） 
Rmtm:女性動機づけ支援対象者率（10%） 
Nman40:40歳以上男性政策参加者数 
Nwman40:40歳以上女性政策参加者数 
Npn：政策参加者数（支援対象者以外） 
Slrd:支援対象者以外の自動車通勤から自転車/徒歩通勤に転換した際に想定される
生活習慣病発症率の減少効果(13%) 
Vcar:自動車平均走行速度 (22km/h) 
Vby:自転車平均走行速度 (10km/h) 
Pt:時間単価(2,400 円/h) 
 
(4) 社会への間接的便益 
提案政策を対象地域に面的導入した場合，交通渋滞の削減等の社会的間接効果も期待で
きる．そこで社会的間接効果として，二酸化炭素排出量削減効果 Eco2と交通渋滞減少による
交通混雑緩和効果 Ejam を計上する．二酸化炭素の削減効果 Eco2は，炭素税 Ptax20)相当として，
利益換算している．自家用車平均燃費 Uf は，徳島県内で調査した自家用車の平均燃費 13)で
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ある．また，交通混雑緩和効果 Ejamは，今回のアンケート調査と同一地区で平成 20 年度に
調査した通勤帰宅時の年間渋滞損失時間 Hloss13)と国土交通省が定める費用便益算定時の時
間単価 Pt21)を用いて経済価値に換算している．これらを用いて社会便益 Find は，式(3-22)で
算定できる． 
jamcoind EEF += 2                    (3-22) 
 ここで, 
tax
f
Daycoc
co PU
NUD
E
・・ 2
2 =              (3-23) 
ptlossjam NPHE ⋅⋅=                (3-24) 
ただし, 
Eco2: CO2 削減効果         
Ejam:交通混雑緩和効果 
Dc:政策参加者総通勤距離 
Uco2:CO2原単位(2.3kg/l) 
Ptax:炭素税(655円/t) 
Uf:自家用車平均燃費(11km/l) 
NDay:稼働日数 (264日） 
Hloss:年間渋滞損失時間(2.20時間/人) 
Pt:時間単価(2,400円/h) 
Np:政策参加者数 
 
(5) 二酸化炭素削減量 
二酸化炭素削減量 Eco2 は，各政策の参加率が，通勤距離，および，性別によって異なるこ
とを考慮し式(3-25)で求める． 
f
Daycoc
co U
NUD
E
・・ 2
2 =                 (3-25)  
ここで, 
hMOND
s,h
shshsc ⋅⋅⋅= ∑               (3-26)     
ただし, 
Eco2: CO2削減量    
Dc: 政策参加者総通勤距離 
Uco2:CO2原単位(2.3kg/l)    
Uf: 自家用車平均燃費(11km/l) 
NDay:稼働日数 (264 日）    
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Ms:男女別拡大係数 
Nhs:通勤距離男女別別従業者数    
Ohs:通勤距離男女別政策参加率 
h: 通勤距離 
s: 性別 
 
以上の算定式に従い，健康支援に関する政策ごとに求めた政策導入費，政策導入企業の
便益，政策参加者の便益，社会への間接便益の算定結果を表 3-18 に示す．奨励金政策と，
a～g の健康支援政策を比較すると，奨励金政策に比べて健康支援政策における参加意欲は
高く二酸化炭素削減量は，奨励金政策が，5,865t(3%)であるのに対し，健康支援政策は，
34,743t(17%)～58,739t(29%)と奨励金の 6～10 倍となっている．また，社会全体で見た経済
便益（差引(d-b)）は，すべてプラスとなっており，徳島県において今回想定した低炭素交
通政策は，社会全体から見た経済便益としては十分メリットが得られる政策であるといえ
る．しかしながらこの分析で特に注目すべき点は，導入企業単独で見た経済効果(導入企業
単体差引(c-b))である．企業が主体となり低炭素交通政策を実施する場合，導入費用は企業
が負担することとなるが，奨励金政策の導入企業単体の差し引きは，779,348 千円と大きく
マイナスになっており，経済的な観点から，導入企業にメリットが得られていない．単位
削減費用で見ても 213 千円/t-CO2 と，二酸化炭素を 1t 削減するに当たっての費用が多大に
かかる．導入企業にとって大きな経済的負担がかかるにもかかわらず，二酸化炭素削減効
果は，3%とわずかであることから，これまで対象地域では，奨励金政策の導入が積極的に
進められていなかった．一方，今回提案する健康支援に着目した低炭素交通政策は，導入
企業単体差引が，c.定期健診連携以外の政策において，すべてプラスに転じており企業にお
ける政策導入の経済的メリットが見出されている．さらに単位削減費用も，奨励金政策に
比べて大きく減少している．しかしながら，導入企業単体差引がすべてプラスとなってい
るわけではなく， c.定期検診連携の導入企業単体差引は，マイナスであり，単位削減費用
も奨励金政策に比べて 3 割程度しか減少していない．c.定期健診連携の政策は，生活習慣病
の予防支援手法として，最もポピュラーな対人形式の健康指導を想定したものである．今
回の分析より，対人型の支援は導入費が多額であることから，低炭素交通政策として導入
企業のメリットが得られないことが分かった．これに対し計測器の配布や携帯コンテンツ
の利用等，簡単な装置や IT 端末を用いた安価なサービスであれば，導入企業にとって経済
的メリットが期待できることが明らかとなった． 
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表 3-18 健康支援政策の費用便益比較 
 
 
次にグループ別に見た，各健康支援による二酸化炭素削減率，単位削減費用，および，
導入企業単体差引を比較する(表 3-19，表 3-20)．表 3-19 の網掛けは，各政策に対して二
酸化炭素削減率が最も高価なもの，○印は，単位削減費用がもっとも安価なものである．
同じ政策であっても，対象者の自動車利用に対する意識の違いにより，二酸化炭素削減率
と単位削減効果は異なり，変動係数は，0.2～0.8 と大きなばらつきがあることがわかる．二
酸化炭素削減率が最も良いと網掛けされた箇所に着目すると，いずれの政策もグループ C
と D が網掛けされている．また単位削減費用は，すべての政策においてグループ C が最も
安価である．これより，健康に着目した低炭素交通政策は，グループ C ないしグループ D，
つまり，自動車抑制意欲がある被験者に効果が高く，最も効果が低いグループに対して二
酸化炭素削減率で 2～3 倍，単位削減効費用は約 1/2 となる． 
 
表 3-19 自動車利用意識別に見た CO2削減率と単位削減費用 
 
費用(b)
(千円）
導入費 導入企業(c ) 参加者 社会 小計(d)
t 奨励金 5,865t(3%) 11,806 1,246,723
467,375 2,350,323 61,077 2,878,775 1,632,052 ▲ 779,348 213
a 消費エネルギー提供
49,632t
(24%) 53,825 328,948 3,739,690 11,518,140 298,298
15,556,128 15,227,180 3,410,742 7
b 健康アドバイス提供
49,636t
(24%) 49,407 237,153 3,722,924 10,748,955 272,036
14,743,915 14,506,762 3,485,771 5
c 定期健診連携
58,739t
(29%) 57,210 8,238,232 4,397,417 12,515,429 315,828
17,228,674 8,990,442 ▲ 3,840,815 140
d 体力診断連携
45,756t
(22%) 46,051 221,044 3,427,751 9,945,372 253,225
13,626,348 13,405,304 3,206,707 5
e 摂取エネルギー提供
65,418t
(32%) 60,464 725,573 4,879,025 13,426,845 335,980
18,641,850 17,916,277 4,153,452 11
f 食事分析
38,003t
(19%) 1,887,614 1,877,614 2,848,106 8,374,060 214,531
11,436,697 9,559,083 970,492 49
g 食事アドバイス
34,743t
(17%) 1,716,529 1,716,529 2,597,380 7,616,574 196,126
10,410,080 8,693,551 880,851 49
単位削減費用
(b/a)
(千円/t-CO2)
導入企業単体
差引(c-b)
（千円）
NO
CO2
削減量
(a)
差引(d-b)
(千円）
自動車
削減台数
(台)
導入政策
経済便益(千円）
グループA グループB グループC グループD
a 消費エネルギー提供
8.5
(15%)
10.9
(14%)
5.6
(41%)
8.5
(40%)
0.3
(0.5)
b 健康アドバイス提供
5.8
(18%)
0
(0%)
4.4
(37%)
7.1
(32%)
0.7
(0.8)
c 定期健診連携
163.0
(24%)
237.1
(14%)
134.0
(40%)
228.8
(21%)
0.3
(0.4)
d 体力診断連携
6.2
(12%)
6.9
(27%)
4.1
(36%)
7.1
(33%)
0.2
(0.4)
e 摂取エネルギー提供
14.5
(23%)
23.1
(19%)
10.5
(24%)
13.7
(42%)
0.3
(0.4)
f 食事分析
49.4
(15%)
87.0
(22%)
46.2
(24%)
83.6
(20%)
0.3
(0.2)
g 食事アドバイス
52.4
(14%)
96.6
(19%)
42.6
(23%)
70.1
(29%)
0.4
(0.3)
NO 導入政策
単位削減費用(千円)
(CO2削減率(%)) 変動係数
＊網がけは，CO2削減率最大．　○は，単位削減費用最小
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導入企業単体差引(表 3-20)は，さらに明確な特徴が現れており，f.食事分析と g.食事アド
バイスは，グループによって差引額の正負反転しており，これらの政策は，対象とする被
験者により導入企業の経済的メリットが得られない可能性があることが示唆された．この
ように，対象者の自動車利用に対する意識により，健康支援政策の導入効果が大きく異な
り，健康支援政策を導入する際には，対象者の自動車利用に対する意識を把握した上で，
政策を決定する必要があることが示された． 
 
表 3-20 自動車利用意識別に見た導入企業単体差引 
 
 
3.6.  結語 
本章では，地方都市における低炭素通勤政策として，健康支援に着目した政策の導入可
能性をアンケート調査し，徳島県全域に政策を導入した場合の通勤帰宅時における二酸化
炭素排出量の削減率と単位削減費用を推計した．その結果，以下の点を明らかとした． 
・公共交通のサービスが十分提供されておらず，自動車利用抑制について困難感が高い地
域では，単に「環境への関心」の向上を図るだけでは，困難感の低下には繋がらない． 
・健康支援による低炭素交通政策は，個人属性のみでなく対象者の自動車利用に対する意
識によっても導入効果は大きく異なる． 
・個人の健康に着目した低炭素交通政策は，奨励金政策に比べて高い二酸化炭素削減効果
が期待できる．また，導入企業にとって，経済的な負担も少ない． 
・経済的観点から健康支援を低炭素交通政策として適用するためには，対人型支援では費
用過多となるため，ITシステム等による安価な支援が必要である． 
しかしながら，今回の分析は，アンケート調査による行動変容意思を基にしており，現
実には，行動と意図の不一致がある．本調査で自動車通勤からの転換意思を表示した者す
べてが想定した政策によって通勤時の自動車抑制行動を起こすとは限らないが，今回の分
析は，対象地域で健康に着目した低炭素交通政策が推進できる可能性があることを示せた
ものと考える． 
  
グループA グループB グループC グループD
a 消費エネルギー提供 4.8 3.8 16.1 12.7
b 健康アドバイス提供 6.1 － 15.0 10.5
c 定期健診連携 ▲ 10.0 ▲ 8.9 ▲ 13.8 ▲ 14.4
d 体力診断連携 4.0 7.5 14.3 10.5
e 摂取エネルギー提供 6.6 4.1 12.8 12.1
f 食事分析 1.8 ▲ 0.7 3.9 ▲ 0.4
g 食事アドバイス 1.5 ▲ 0.8 4.1 9.4
NO 導入政策
導入企業単体差引(千円/人)
41 
 
第 3章 参考文献 
1) 土木学会：モビリティ・マネジメント(MM)の手引き，自動車と公共交通の「かしこい」
使い方を考えるための交通政策，2005． 
2) 厚生労働省：都道府県別に見た死亡の状況，2005． 
3) 真坂美江子，加藤研二，近藤光男，奥嶋政嗣：地方都市における健康支援に着目した低
炭素交通政策導入に関する評価分析，土木学会論文集 D3(土木計画学)，Vol.68，No.4，
pp.400-411，2012． 
4) 徳島県：http://www.pref.tokushima.jp/ 
5) 全国過疎地域自立促進連盟：http://www.kaso-net.or.jp/ 
6) 国土地理院：http://www.gsi.go.jp/index.html 
7) 総務省統計局：http://www.stat.go.jp/index.htm 
8) 自動車検査登録情報協会：マイカーの世帯当たりの普及台数，2011． 
9) 徳島県：徳島県統計書，2010． 
10) とくしま環境県民会議 HP：http://www.pref.tokushima.jp/kankyo/kankyoukenminkaigi/ 
11) 栗山浩一：環境経済学の基礎と仕組みがよーくわかる本，秀和システム，2008． 
12) 徳島県：徳島県統計書，2010． 
13) とくしま環境県民会議：低炭素地域づくり面的対策推進事業報告書，2008． 
14) 国際協力銀行：http://www.jbic.go.jp/ja/index.html 
15) 愛知県：http://www.pref.aichi.jp 
16) 運動所要量・運動指針の策定検討会：健康作りのための運動指針 2006～生活習慣病予
防のために～，2006． 
17) 厚生労働省：国民健康・栄養調査，2010． 
18) 高田康光：勤労者の通勤時運動期間と虚血性心疾患危険因子の関係，厚生の指標，Vol. 
51， pp. 29-33， 2004． 
19) シードプランニング：特定健康診査・特定保健指導事業者実態調査，Vol. 1, 2008． 
20) 環境省：環境税の具体案，2005． 
21) 国土交通省：費用便益マニュアル，2008． 
22) 国土交通省：交通事故減少便益の原単位の算出方法，2008． 
23) 厚生労働省：厚生統計要覧，2008． 
24) Tsumura, K., Hayashi, T., Hamada, C., Endo, G., Fujii, S and Okada, K.：Blood pressure 
response after two-step exercise as a powerful predictor of hypertension: Osaka Health Survey, J. 
Hypertens.，Vol. 20,，No. 8， pp. 1507-1512，2002． 
25) Hu, G., Qiao, Q., Silventoinen, K., Eriksson, J. G., Jousilahti, P., Lindström, J., Valle, T. T., 
Nissinen, A. and Tuomilehto, J.：Occupational, commuting, and leisure-time physical activity in 
relation to risk for Type 2 diabetes in middle-aged Finnish men and women, Diabetologia，Vol. 
46， pp. 322-329， 2003． 
42 
 
26) Hu, G.,Barengo, N. C., Tuomilehto, J., Lakka, T. A., Nissinen, A. and Jousilahti, P.： 
Relationship of physical activity and body mass index to the risk of hypertension, Hypertension，
Vol. 43，pp. 25-30，2004． 
 
43 
 
第4章 健康支援による生活行動変容に向けた消費エネルギー算定手法 
 
第3章では，地方都市における健康に着目した低炭素交通の可能性について議論し，交通
政策として健康支援を行うには，対面式の手法は費用が多大にかるため，ITシステム等を用
いた自動支援を推進すべきであることを示した．健康支援に関する現在の情報技術を考察
すると，前章で最も削減効果が期待できると推計された摂取エネルギーは，すでにITを利用
したサービスが提供されている1)が，次に効果が期待できる消費エネルギーの自動推定は，
現在市販されている歩数計や活動量計を用いた場合，アルゴリズム上，交通手段利用時の
消費エネルギーを正確に求められないことが予測される．なぜなら歩数計は，歩数に特化
したカウンタである．そのため，歩行を伴わない自転車や自動車の交通行動によって生じ
る消費エネルギーは，計測できない．この問題を回避するために，歩行を伴わない日常生
活内の消費エネルギーを計測できるようにした活動量計が開発された．しかしこの装置は，
利用者の身体が動いたときに生じる加速度の強さから，消費エネルギーを計測する装置で
ある．よって，交通行動のように利用者がほぼ静止しているにもかかわらず，利用者が乗
っている自動車等の乗り物が動いた場合，乗り物の加速度を利用者自身の運動と誤認識し
てしまい，本来のユーザー単体の消費エネルギーを正確に計測できないものと想定される．
今後健康支援により交通行動変容を促すためには，個人の努力量，つまり，自動車を控え
て徒歩や自転車で移動したことによる消費エネルギーの増加量を，正確に提示することが
必要であると考える．また，算定に必要な情報を得るにあたって，特定機器の装着や入力
作業は，利用者の負担となり継続の妨げとなることから，作業負担は出来る限り軽減する
ことが望ましい．そこで本章は，現代人の約9割が保有し2)かつ日常的に身につけている携
帯電話に着目し，個人の行動変容を効果的に促すITシステム構築を目的とした，非侵襲かつ
自動での交通行動における消費エネルギー算定手法を検討する3)． 
 
4.1. エネルギー算定に関する既往手法の整理 
活動量の計測は，アンケート調査，歩数計，心拍記録法，酸素摂取量等いくつかの手法
が報告されている 4)．本研究は，交通行動利用時の消費エネルギーを非侵襲かつ自動で計測
することを目的としている．そこで，数々の手法の中から，携帯電話に標準搭載されてい
るセンサを用いて計測可能と思われる手法を調査した．以下に，各手法の詳細を示す． 
 
4.1.1. コンテキスト推定法 
3 軸加速度センサを用いて利用者の消費エネルギーをロバストかつ低消費電力で推定す
る手法として提案されたものであり，人間の日常での動作を「座る，立つ，歩く，走る」
の 4 つに分類し，各動作に対して定義した METS 値より消費エネルギーを算定する 5)．各コ
ンテキストに対する METS 値は，表 4-1 で定義されている．“座る”および“立つ”時の
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METS 値は，各動作を被験者が十分長い間行い，その中で観測された分散の最小値を METS
値の最小値，分散の最大値を METS 値の最大値に対応させその間は線形対応させている．
コンテキストを推定後，推定コンテキストに合わせた消費エネルギー算定手法を用いるた
め，他の手法に比べて処理が複雑である． 
4.1.2. 合成加速度法 
実験的に得られた 3 軸加速度センサの合成ベクトル（以下，合成加速度 S と記す）と酸
素摂取量の回帰式から消費エネルギーを算定する手法 6)である．3 軸の加速度を x，y，z(G)
とすると，消費エネルギーC(cal/min)は以下の式で求められる．本手法は，日常生活での低
強度から中強度までの活動に適用可能と報告されている． 
 
(4-1) 
 
ここで， 
222
iiiS zyxi ++=             (4-2) 
 
ただし， 
W：被験者の体重    
n :1分あたりのデータ量 
 
4.1.3. 3軸平均加速度法 
活動強度を 3 軸の合成加速度の標準偏差(以下，3 軸平均加速度と示す)により算出し，実
験的に得られた 3 軸平均加速度と酸素摂取量の回帰直線から消費エネルギーC(cal/min)を算
定する手法 8)である．算定式は，式(4-3)で示される．上記 3 手法の中で唯一，自転車利用時
の検討がされている． 
 
( )047521850240
0
2 .W).s.C n
i i
××+×= ∑ =
表 4-1 ユーザコンテキストを用いた METS推定 
 
コンテキスト 運動強度(METS)
座る (加速度の動きに応じて）1.0～2.0
立つ (加速度の動きに応じて）1.2～2.3
歩く 0.0272ｘ歩く速さ(m/min)+1.2
走る 0.093ｘ走る速さ(m/min)-4.7
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(4-3) 
ここで， 
 
 
 
 
(4-4) 
 
 
 
ただし， 
W：被験者の体重   
n :1分あたりのデータ量 
 
4.1.4. 移動距離換算法 
万歩計等で使用されている一般的かつシンプルな手法である．徒歩，および，自転車利
用時の消費エネルギーC (cal)は，式(4-5)，および，式(4-7)で定義される．算定式に移動距離
や速度を用いるため，携帯電話を想定した場合GPSデータ等から情報を抽出する必要がある． 
 
【徒歩時】                                  
 (4-5) 
ただし， 
W：被験者の体重(kg) 
l ：移動距離(km) 
 
【自転車利用時】 
(4-6) 
 
ここで， 
(4-7) 
 
 
 
    (4-8) 
ただし， 
Mr：機械抵抗(N)    
V：速度(m/s)  CD：CD値        
AD：空気密度(kg/m3) 
G：重力加速度(m/s2)      
μ：転がり抵抗係数 






++
−
= ∑ ∑∑
= ==
n
i
n
i
i
n
i
ii zyxn
Km
0 0
2
0
22
1
1














+





+





− ∑∑∑
===
2
0
2
0
2
0
1 n
i
i
n
i
i
n
i
i zyxn
( ) 047584058871 .W.Km.C ××+×=
lWC ×=
2
30 2 GVADCD.Ar ××××=
( ) 60
654180
×
×++
=
.
VMrTrArC
( ) GWWTr c ×+×= µ
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W：被験者の体重(kg)     
WC：自転車の重さ(kg)  
4.1.5. 心拍法 
心拍値による消費エネルギーの算定には専用の機器が必要となるため，心拍値は，自動
算定の比較対象手法には含めず，基準指標として用いる． 
心拍値を用いた消費エネルギーC(cal/min)の算定式を式(4-9)に示す． 
 
W.fVOC ×××= 0452               (4-9) 
ここで， 
 
   
    (4-10) 
ただし， 
VO2：最大酸素摂取量基準値(ml/kg/min)  
W：被験者の体重(kg)   
HR：心拍測定値      
HRmax：最大心拍数 
HRrest：安静時心拍数 
 
各実験で使用されているハードウェアの仕様を表 4-2 に示す．ここで示したコンテキス
ト推定法，合成加速度法，3 軸平均化速度法，移動距離換算法の 4 手法は，徒歩や日常生活
の消費エネルギーを算定できる手法として報告されているが，交通手段利用時の検証はさ
れていない．コンテキスト推定法，合成加速度法，および，3 軸平均加速度法は，活動量計
と同じく加速度を指標として使用していること，また移動距離換算法は，徒歩，自転車以
外の算定式を持たないことから，いずれの手法も交通手段利用時に誤推定が予測される(表 
4-3 参照)．そこで本研究では，各交通行動の消費エネルギーを上記 4 手法により算定して
各手法の適用可能範囲を定める．その後，健康支援による交通行動変容に向けて，日常生
活における交通手段利用時の消費エネルギー自動算定手法を検討する． 
 
表 4-2 各手法で用いられているセンサ仕様 
 
 
 
 
 
 
 
HRrestmaxHR
)HRrestHR(f
−
−
=
項目 計器名 加速度
測定範囲
加速度
分解能
サンプリング
周波数
今回の実験 iphone 3G ±3G 0.018G 100Hz
コンテキスト
推定法
専用機 ±2.5G 0.01G 128Hz
合成
加速度法
専用機 0～4G 0.002G 100Hz
3軸平均
加速度法
アクティマーカー
EW4800 ±1.98G 0.39G 20Hz
移動距離
換算法
非使用 非使用 非使用 非使用
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 表 4-3 各手法の消費エネルギー適応予測 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
4.2. 交通手段利用時の消費エネルギー算定結果の実証的検証 
本実験は，携帯電話による消費エネルギー推定を想定しているため，計測器に携帯電話
（iphone 3G, apple社）を使用する．また，通常身体活動量の計測は，ガスマスク等を装着し
て酸素消費量を収集するのが一般的であるが，本実験では公共交通での実験を考慮して，
心拍値を基準指標に用いる．心拍値は，酸素消費量と強い相関をもつことが報告されてい
るが，一般的に低強度の身体活動においては誤差が大きいと言われているため，あらかじ
め心拍値による消費エネルギーの適用可能範囲を定める．【実験1】において，歩行時の消
費エネルギーを計測し，心拍による消費エネルギーの算定可能範囲を規定する．その後，【実
験2】において，様々な交通行動利用時の心拍値と既往手法による算定結果を比較する． 
 
4.2.1.  【実験 1】歩行時の消費エネルギー－心拍間の相関検証 
実験 1 は，今後基準指標として用いる，心拍の適用可能範囲を定めることを目的とする．
活動負荷と心拍の関係が細かく定められている歩行活動によって，歩行負荷を変えながら
活動負荷と心拍値の相関関係を実証実験にて検証した．実験は，晴天時を選び 400m トラッ
クにて行った．被験者は，日常的に自動車を利用する 30 歳代女性（以下,被験者 A と記す）
と，日常的に鉄道および自転車を利用する 20 歳代男性（以下,被験者 B と記す）の 2 名を
自動車，および，公共交通利用の代表ケースとして選定した．被験者にはピッチ音に合わ
せて歩行するように指示し，測定回ごとにピッチ音の周期を変えることで，速度が
0m/min(立位)～90m/min となるよう走行速度の変更を促した．計測装置は，携帯電話を被験
者の腰部にベルトで固定し，心拍計は左手人差し指に装着している(図 4-1)．心拍計の詳細
仕様は，表 4-4 とおりである．計測は，実験開始から心拍値が安定するまで 2 分間の予備
歩行時間を経て行っている． 
 
 
 
内容
コンテキスト
推定による
Mets値推定
合成加速度
を用いた算
定方法
3軸平均加速
度を用いた
算定方法
移動距離を
用いた算定
方法
徒歩 ○ ○ ○ ○
自転車 △ △ △ ○
公共交通 △ △ △ ×
自動車 △ △ △ ×
*1報告事例なし．誤差が予測される．
*2一部検討されている．
*1
*1
*1
*2
*1
*1
*1
*1
*1
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装置                   心拍計 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-1 装着図 
 
表 4-4 心拍計ハードウェア仕様 
 
 
図 4-2は，被験者ごとに徒歩時における消費エネルギーを，横軸に心拍値から算定した
消費エネルギー，縦軸にMETS値から算定した消費エネルギーとしてプロットしたものであ
る．なお，METS換算法による消費エネルギーC (kcal)は，式(4-11)により算定している． 
被験者ごとに消費エネルギーを直線回帰したところ回帰式は， 
被験者A：                         (R2=0.88) 
被験者B：                         (R2=0.97) 
となり両者とも高い相関が得られているものの，係数が大きく異なっていることが確認で
きる．これは，心拍による消費エネルギーは，個人に依存する係数としてMETS換算法と同
じ体重Wのみでなく，式(4-9)に示すように，最大酸素摂取量VO2や心拍の上昇値(HR-HRrest)
などの情報を使用しているため，個人に依存する定数が含まれる．したがって，被験者共
通の補正式ではMETS換算法による消費エネルギー値に置換できないことを示している．一
方，各個人で求めた回帰直線は，決定係数は被験者A：0.88，被験者B：0.97といずれも高く，
回帰直線が予測式として適当であるかを示すF値も被験者A:：41.00,被験者B： 6.86と十分な
項目 内容
デバイス名
スポーツ用光電式脈拍モニター
HR-40　（日本精密測器）
測定方法 緑色光電式脈拍検出方式
加速度測定範囲 30～238拍/分
最大記録時間 255分
491101 .x.y +=
766670 .x.y +=
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値となっている．また，現在基準とされている消費エネルギー算定手法は，METS換算法で
あることから，以降の分析では，心拍値から求めた消費エネルギーを各個人で求めた回帰
直線により補正した値を，消費エネルギーの基準指標として用いる．また，本式の適用範
囲は，METS値1.2～4.0 (走行速度0(m/min)～90(m/min))の範囲とする． 
 
 
WHMets.C ×××= 051              (4-11)  
ただし， 
Mets：平均歩行速度から求めたMETS値   
H：計測時間(h) 
W：被験者の体重(kg) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-2 METS値と心拍値による消費エネルギーの比較推定 
 
 
4.2.2. 【実験 2】交通手段利用時における消費エネルギー算定 
次に，交通手段利用時の消費エネルギーを検討する．各地域において交通手段は多様で
あるが，ここでは健康支援による通勤通学等の交通行動変容を想定し，徒歩に次いで転換
が多いと推測される自転車，行動変容の主ターゲットである自動車，公共交通の代表例で
ある鉄道についての傾向を分析する．実験は公道で行い，同一ルートを同一被験者が走行
して計測した．各被験者の走行ルートは図 4-3の通りである．各ルートを被験者 A は 7 回，
被験者 B は 10 回走行している．対象交通行動を行い，かつ，心拍が安定している期間にお
いて，重複しない 10 分間のデータを，データの状態に応じて 1～3 回切り出した．その他
の計測方法は，徒歩時と同様である．切り出したデータから，各手法を用いて消費エネル
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ギーを算定した．ただし，コンテキスト推定法と移動距離換算法に関しては，公共交通利
用時に特化した算定法が存在しないため，識別アルゴリズムから今回の計測条件では着座
と認識されることに着目し，着座時の算定手法を適用した．また，移動距離換算法は，基
本形である徒歩時の算定式を適用した． 
図 4-4～図 4-6 に各交通手段における消費エネルギーの散布図を示す．加えて，表 4-3
に手法別回帰式，表 4-6に母平均を示す．回帰式について，無相関検定を行い 5%で棄却し
たところ，手法によって相関の有無が分かれた．そこでさらに，回帰直線は，分散分析か
ら求めた F 値を求め，平均値は，心拍法による消費エネルギーと比較した t 検定，いずれも
“推定可能”の仮説を立て 5%で棄却した．平均値に着目すると，算定手法によって基準値
と大きくかけ離れるものがあり，既存手法の交通手段利用時適用には，問題があることが
わかる． 
以上の検定結果を表 4-7にまとめて示す．表 4-7より，今回検討したすべての交通手段
において，特定手法で消費エネルギーが算定できるものは存在しないことが分かる．そこ
で，交通手段別にさらに検討する． 
【自転車】 
自転車については，コンテキスト推定法利用時，加速度から得られた消費エネルギーと，
心拍値から求めた消費エネルギーに高い相関が得られており，決定係数は 0.87,F 値は 35.97
であることから，コンテキスト推定法が利用可能と推測できる．しかし，母平均の検定結
果が不可となっていることから，値をそのまま使用することはできない．よって，コンテ
キスト推定法により求めた値を，コンテキスト推定法の回帰式(y=0.40x+6.91)にて補正した
ものを自転車利用時の消費エネルギーとして用いるべきと考える． 
【自動車/鉄道】 
自動車/鉄道は，無相関検定と分散分析の結果が共に可と判定されたものがなく，補正式
の適用は不適切と推測できる．一方，コンテキスト推定法では，母平均の推定が可と判定
されている．10 分間の平均値として見た場合，基準となる心拍値による消費エネルギーは，
信頼係数 95%で区間推定すると自動車：6.63～12.65,鉄道：12.54～14.71 であることから，
10 分程度の平均値であれば，コンテキスト推定法による算定値を用いて支障ないものと判
断する. 
 
 
図 4-3 走行ルート 
被験者 走行ルート
被験者A
被験者B
自宅 目的地自動車
20km(約60分)
自宅 目的地自転車
3km(約15分)
鉄道
26km(約47分)
徒歩
1km(約10分)
駅 駅
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図 4-4 自転車利用時の消費エネルギー 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-5 自動車利用時の消費エネルギー 
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図 4-6 鉄道利用時の消費エネルギー 
 
 
表 4-5 交通手段利用時の手法別回帰式 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
0
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0 50 100 150 200
心
拍
値
に
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る
消
費
エ
ネ
ル
ギ
ー
(k
ca
l)
各手法による消費エネルギー(kcal)
コンテキスト推定法
合成加速法
3軸平均加速度法
移動距離換算
交通手段 算定方法 回帰式 R2 F値
コンテキスト推定法 y=0.40x+6.91 0.87 35.97
合成加速度法 y=-1.16x+85.36 0.28 3.14
3軸平均加速度法 y=10.88x-136.30 0.30 12.68
移動距離換算法 y=0.66x+1.90 0.90 1.49
コンテキスト推定法 y=0.15x+9.59 0.09 0.42
合成加速度法 y=-0.09x+12.27 0.01 3.18
3軸平均加速度法 y=-2.79x+48.20 0.33 0.07
移動距離換算法 y=0.02x+11.15 0.04 7.27
コンテキスト推定法 y=2.85x-26.14 0.81 0.00
合成加速度法 y=0.51x+6.53 0.11 2.33
3軸平均加速度法 y=2.11x-20.33 0.77 0.64
移動距離換算法 y=0.03x+9.62 0.02 54.92
自転車
自動車
鉄道
*網掛けは，5%棄却
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 表 4-6 交通手段利用時の消費エネルギー算定結果母平均 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
表 4-7 手法別消費エネルギー算定結果まとめ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  
心拍法基準値 44.42 13.15
コンテキスト推定法 127.58 29.87
合成加速度法 33.89 5.47
3軸平均加速度法 13.94 37.74
移動距離換算法 68.00 15.98
心拍法基準値 11.97 1.55
コンテキスト推定法 10.90 4.63
合成加速度法 51.87 77.43
3軸平均加速度法 10.66 5.18
移動距離換算法 73.43 74.16
心拍法基準値 12.02 4.40
コンテキスト推定法 12.02 4.44
合成加速度法 9.68 3.44
3軸平均加速度法 14.34 4.84
移動距離換算法 137.68 50.44
*網掛けは，5%棄却
平均値 標準偏差
鉄道
自動車
交通手段 算定手法
自転車
内容 検定法
コンテキスト
推定による
Mets値推定
合成加速度
を用いた
算定方法
3軸平均加速
度を用いた
算定方法
移動距離を
用いた算定
方法
無相関検定 可 不可 不可 可
母平均検定 不可 不可 不可 不可
分散分析 可 不可 可 不可
無相関検定 不可 不可 不可 不可
母平均検定 可 不可 不可 不可
分散分析 不可 不可 不可 可
無相関検定 可 不可 可 不可
母平均検定 可 不可 不可 不可
分散分析 不可 不可 不可 可
自転車
自動車
鉄道
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4.3. 交通手段利用時の消費エネルギー算定手法の提案と検証  
これまでの分析により，交通手段利用時の消費エネルギーは，コンテキスト推定法によ
る算定が有効だが，自転車利用時には独自の補正をする必要があることが分かった．小林
ら8)によると，本実験で使用した交通手段は，加速度とマイクを用いて収集した周辺音の情
報を用いて識別が可能であると報告されている．これを利用し，識別した交通手段に応じ
て切り替えて算定手法を切り替えれば交通手段利用時の消費エネルギーは算定可能と考え
られる．日常生活における消費エネルギーの算定は，今回検討した全ての手法で算定可能
と報告されているため，ここでは日常生活の消費エネルギー算定手法については省略し，
交通行動に限定して図 4-7の算定フローを提案する．まず被験者が移動中の場合，既存の
交通行動識別アルゴリズムを用いて，徒歩か徒歩以外であるかを識別する．徒歩の場合に
は，コンテキスト推定法（コンテキスト：徒歩時算定手法）を適用し消費エネルギーの算
定を行う．徒歩以外の場合は，コンテキスト推定法（コンテキスト：着座時算定手法）を
適用し,自転車の場合は，さらに算定結果を前章で求めた自転車利用時のコンテキスト推定
法から得られた回帰式(y=0.40x+6.91)(表 4-5参照)により心拍値による消費エネルギーに相
当する値に補正する．  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-7 手法別消費エネルギー算定フロー 
 
スタート
移動手段
コンテキスト推
定法（着座時
アルゴリズム）
移動中
コンテキスト推定
法（徒歩時アルゴ
リズム）
NO
YES
徒歩
自転車
自動車
公共交通
終了
補正
自転車
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提案手法により求めた消費エネルギー算定結果を図 4-8に示す．被験者は，これまでの
検討に使用した被験者A,Bに加えて，日常的に自動車を利用する被験者C(40代女性),被験
者D(30代女性)，日常的に自転車および公共交通機関を利用する被験者E(10代男性),被験者
F(10代女性)の6名とした．計測は，日常生活の中で行っており各被験者のとる交通行動お
よび行動時間は任意としている．図 4-8で得られた心拍と提案手法から算定した消費エネ
ル ギ ー の プ ロ ッ ト 結 果 を ， 全 被 験 者 共 通 で 直 線 回 帰 し た と こ ろ 回 帰 式 は
y=1.05x-1.95(R2=0.81)と求められた．傾きは1.05と，心拍値と提案手法から算定した消費エネ
ルギーはほぼ一致している．また，相関係数も0.81であり，高い相関が得られており，日
常交通行動における提案手法の妥当性が確認できた． 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-8 消費エネルギー算定フロー 
  
4.4. 結語 
 本章は，健康支援によるモビリティ・マネジメントを今後行うために必要と想定される，
交通行動の消費エネルギー自動算定手法を構築するため，既存の消費エネルギー算定手法
を交通手段利用時に適用して適用可能範囲を分析した．その結果，以下の4点を明らかとし
た． 
・交通手段利用時による消費エネルギーは，既存の算定手法を使用した場合，交通手段と
算定手法の組み合わせによって誤推定される場合があることが明らかとなった． 
・交通手段利用時の消費エネルギーを正しく求めるためには，交通手段によって算定手法
を切り替える必要があることが明らかとあった． 
・自転車の消費エネルギー算定には，これまで距離や心拍値が一般的に用いられていたが，
今回の実験により加速度との高い相関が確認できた． 
・自動車，および，鉄道利用時の心拍変動は小さく，10分程度の平均値で十分推定が可能
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であることが分かった． 
・今回検証した全交通手段において，携帯電話に搭載されたセンサのみで消費エネルギー
の自動算定が可能であることが確認できた． 
 
一方，今回行った実験では，日常的な通勤通学行動を想定して特定年齢層での傾向を見
るに留めたが，今後は，中高齢者および年少者への適用を検討する必要がある．さらに，
今回提案した手法が代表交通手段のみでなく，その他の交通手段についても適用可能であ
るか検証後，本技術を流用して生活行動変容のための健康支援ITシステムを構築し，システ
ム利用による生活行動の変容効果を分析していく予定である． 
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 第5章 健康MMにおける健康・環境促進効果 
 
本章は，これまでの分析結果を参考に「個人の健康」を動機付けとした社会実験を行い，
その効果を検証する．健康を動機付けとした MM は，中井ら 1)，瀬戸ら 2)による，健康情報
の提供による歩行量の増加を報告しており，健康 MM の有用性は，証明されつつある．し
かしこれらの実験は，比較的公共交通の利便性の良い地域で実施されており，歩数計を提
供するなどによる歩行量の増加を主な目的としているが，公共交通が未発達な地域では，
徒歩によりむしろ自転車の利用が促進される可能性があると言われており 3)，公共交通が未
発達な地方都市において，健康 MM の効果が，公共交通の整った地域と同等に得られると
は限らない．また近年，特定保険指料の義務化に伴い，企業において社員の健康への関心
が高まりつつある．通勤行動は，日常的に繰り返すため，簡単かつ継続的に運動習慣が得
られ，さらに低炭素にも繋がる活動であり，企業において従業者の健康と地球環境問題を
同時解決できる健康 MM の推進は，新たな低炭素通勤施策としての可能性を秘めていると
考える．そこで本研究は，公共交通が十分に発達していない地方都市において，自動車か
ら徒歩のみでなく自転車への転換も考慮に入れた健康 MM を通勤施策として導入し，地方
都市における健康 MM の導入効果を CO2削減，および，健康促進効果の観点から評価する． 
 
5.1. 健康・環境促進効果の検証 
前章までの分析の結果，本地における健康に着目した低炭素交通政策導入に関して，以
下が明らかとなった． 
① 健康に関する情報を提供することで，自動車利用を控える効果が期待できる． 
② 通勤政策として導入した場合，生活習慣病予防効果も期待できる． 
③ 健康支援内容は，摂取カロリーと消費カロリーに関する情報提供が効果が高い． 
④ 参加者の環境や自動車利用に対する意識．“地球温暖化防止のために自動車利用
を控えようと思っているか”や“自動車利用を控えることを困難と感じているか
どうか”が自動車抑制効果に大きく影響する． 
⑤ 専門家（医師や栄養士）を投入した場合，低炭素交通政策として持続しているこ
とは難しい．（費用が大きくなりすぎる） 
⑥ IT システム等による安価な健康支援であれば，導入企業にとっても十分メリット
が期待できる． 
上記を検証するため徳島市郊外において健康を動機づけとした自転車・徒歩推進のため
の通勤社会実験を実施した．本実験は，徳島市内の特定工業団地に立地する 9 事業所合同
による，今後の通勤施策導入を見据えた社会実験である．実験対象となる事業所は，最寄
駅から 6.6km 離れており，通勤通学時間帯の列車乗り入れ本数は，1 時間に 3 本程度，さら
に最寄駅と対象地域を結ぶシャトルバス等もなく，通勤に十分な公共交通が整備されてい
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 ない．このような背景もあり，社会実験以前の通勤手段は，約 9 割が自動車通勤である． 
実験は，事前登録制としており，社会実験開始の 1 ヶ月前に自転車・徒歩通勤による健
康効果を示したチラシ(図 5-1)を従業者に配布し，社会実験の参加者を募集した．実験の母
体である徳島県は，特に糖尿病等の生活習慣病患者数が非常に高い県であるため 7)，自転車
や徒歩で通勤することによる生活習慣病予防効果を大きく PR したチラシとした．健康促進
効果は，行動を長期的に実施することにより得られるものである．そこで実験期間を 1 カ
月設け，被験者にはできる範囲で自転車や徒歩で通勤いただけるよう依頼し，通勤時の自
転車・徒歩利用頻度を計測した．実験日は，本地において比較的自転車や徒歩による移動
がし易い，10 月 1 日から 31 日の 1 ヶ月である．参加者には記録用紙を配布し，実験期間中
に自転車や徒歩で通勤した日を把握した．記録用紙の裏面には，本地において高い自動車
抑制効果が期待できる健康情報の一つとして報告されている 6)消費エネルギーの早見表を
添付し，参加者が健康効果を意識できるようにしている．また社会実験前には，社会実験
への参加意図や環境に関する意識を把握するためのアンケート調査を実施している． 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-1 募集チラシと記録用紙 
徒歩 （通勤相当(81ｍ/分)で1時間歩いた場合）
うどん 1杯
カルビ １人前
食パン 1枚
自転車 （時速15kmで1時間乗った場合）
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1杯 120ｇ
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お名前
でも、それが 
生活習慣病のリスクをあげている！！ 
 徳島県は、糖尿病死亡者数ワースト 1 
 
低炭素交通社会実験にご協力ください PART1 
 
 
 
 
 
      
  
  
 
 
                
 
 
 
 
 
 
 
  
   
 
  
 
 
 
 
  
 
移動はいつも車。 
ドア to ドアの生活は
とーっても便利 
 
・有効な有酸素運動であり、健康に良い。 
・ダイエットや持久力の向上、ストレス解消にも効果がある。 
・朝の適度な運動はその後の業務にも好影響をもたらす。 
・CO2排出量を削減できる。    といいことずくめです。 
この機会に自転車通勤にチャレンジしたい方を
優先させていただきます。期間中は消費カロリー
の計測を忘れずに行ってください。それ以外は 
自由にご利用ください（通話は不可）。 
 
消費カロリーが計測できるアプリケーション搭載 
ご協力いただける方に 
 
(先着 35名) 
 
人が 1日に排出するＣＯ2は     平均 6 kg 
はじめてみませんか？ 
自転車 or徒歩通勤 
そこで 
自転車 or徒歩通勤のすすめ 
 
 健康のために 自転車 or徒歩で通勤しよう 
 
今回のテーマは 
 
iPhone無料レンタル致します!!  
レンタル期間は１ヶ月間です。期間終了後は、回収致します。 
 
お持ちの方には，通信費として
2,000円分を補助 (先着 30名) 
 
４０～７４歳のメタボリックシンドロームもしくは予備軍 
男性・・・2人に 1人 
女性・・・5人に 1人 
自動車に乗るとガソリン 1ℓあたり     2.3 kg 
自動車をちょっと控えるだけで CO2が大幅に 
削減できるのです。 
毎日ちょこちょこ体を動かすこと、 
普段の生活の中でやっているようなことを積み重
ねることが非常に大事です。 
メタボ予防には 
環境のためにも 
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 5.1.1. 実験参加者の特徴 
 社会実験参加者に対し実験前と実験後の 2 回アンケートを実施し，どのような参加者が
今回の実験に参加しているのかを把握した．社会実験は，事前登録制としており，実験に
参加意思のある従業者に事前申請いただいている．募集の結果， 133 名に事前登録いただ
いた．今回の実験に協力いただいたい事業所の全従業者数は，2567 名であり実験参加者は，
従業者全体の約 5%に相当する．図 5-2に，実験参加者の男女年齢別内訳を示す．従業者全
体の男女比に偏りがあるため，男女別参加率は 9 割を男性が占めている．また年齢別にみ
ると，30 歳代～50 歳代の比率がほぼ同数であり，29 歳未満の参加者が少ないが，こちらも
従業者全体の分布の偏りが大きく影響しており，全従業者に対する参加率は，各年代とも 6
～7%である．図 5-3は，実験参加者の居住地分布である．就業地は，第 3 章の調査と同じ
徳島市郊外である．参加者の居住地は，半数が徳島市内，残り約 4 割が隣接する市となっ
ており，就業地まで公共交通機関等を利用することなく自転車のみで通勤できる参加者が
大多数であった． 図 5-4 に，実験期間中の自転車徒歩通勤実施回数を示す．実験期間中
の平日稼働日 20 日間，毎日自転車徒歩通勤を行った参加者は，11 名であり，その他の被験
者は，自転車もしくは徒歩による通勤手段と，それ以外の通勤手段を使い分けていること
が分かる．本研究は，通勤手段を自転車や徒歩による活動的な通勤に変えることによる健
康向上を目的としているが，健康向上のためには，自転車徒歩による通勤を継続的に実施
する必要があり実施回数は，健康効果を推計する上で重要な要素となる． 
 
 
 
図 5-2 実験参加者の男女年齢別内訳 
男
90.4%
女
9.6%
N=133
20歳未満
1.5%
20～29歳
8.8%
30～39歳
25.0%
40～49歳
30.1%
50～59歳
30.9%
60歳以上
3.7%
N=133
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図 5-3 居住地内訳 
 
図 5-4 自転車徒歩通勤実施回数内訳 
 
 
そこで，被験者により実施回数が異なる原因を把握するため，実施回数と個人属性間の
平均および相関係数を求めた．算定結果を表 5-1 に示す．ここで，日常実施者とは，実験
参加者が社会実験以前に自転車・徒歩通勤を実施していたか否かで分類したものである．
平均値について t 検定，相関係数について無相関検定を行い，5%有意で差もしくは相関が
得られたものに網掛けしている．なお，年齢の平均値は，対象箇所とそれ以外に 2 分して t
検定を行っている．網掛けされている箇所を見ると，年齢は，30 歳代の実施回数が多く，
40 歳代が逆に少ないこと．通勤距離は短い方が，実施回数が多いこと．また，自転車徒歩
通勤を日常的に実施している者の方が，実施回数が多く，日常的に実施していない実施者
の 1.5 倍に上る．この比率は今回分類に用いた個人属性の中で最も高い．また，相関係数か
らも日常実施者か否かで有意な相関が確認できる．今回の健康を動機づけとした自動車か
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 ら自転車・徒歩通勤への交通手段の転換を，健康のための行動変容と捉えると，プロチャ
スカら 10)によるトランス・セオレティカルモデルが適用できると考えられる．本モデルは，
健康行動の変容段階を，無関心期（行動を変えるつもりが全くない），感心期（行動を変え
ようとは思っているがすぐにするつもりはない），準備期（行動をすぐにでもか変えようと
思っている），実行期（行動を変えて間もない），維持期（行動を変えた段階が継続してい
る）の 5 段階に分けており，行動変容は各段階を行き来しながら進んでいくとしたモデル
である．本モデルの大きな特徴は，実行期の考え方にある．実行期，つまり行動変容をし
た直後の被験者は，その行動を取りやめやすい等，行動が定着している維持期の被験者と
異なり，行動を支援する際にも実行期とは異なる支援が必要と述べている．つまり，健康
促進のように，変容行動の長期的実施が必要となる施策を導入する際には，その行動の習
慣性を考慮する必要があると考えられる．本モデルからも，参加者が自転車・徒歩通勤を
日常的に実施しているか否かは，重要な要素であると考えられる．そこで以降の分析は，
自転車・徒歩通勤の習慣性を考慮し分析する． 
今回の実験は，133 名が参加しており，社会実験前から自転車・徒歩通勤を実施している
参加者が 63 名(48%)，以前自転車もしくは徒歩通勤を実施したことがあるが，社会実験時
点で自転車・徒歩通勤を実施していなかった参加者が 46 名(35%)，残りの 24 名(17%)が，
今回初めて自転車・徒歩通勤を実施する参加者であった．ここでは，行動の習慣性に着目
するため，社会実験前から自転車・徒歩通勤を実施している参加者を「日常実施者」，それ
以外の参加者を「施策による手段転換者」と 2 グループに分類すると，日常実施者 48%，
施策による手段転換者 52%とほぼ均等に 2 分化される． 
 
表 5-1 個人属性別自転車徒歩通勤実施回数 
 
 
区分 内容 平均 相関係数
男性 11.78
女性 12.08
29歳未満 11.54
30歳代 14.19
40歳代 10.23
50歳以上 11.92
6.5km未満 12.93
6.5km以上 10.10
日常実施者 14.48
施策による手段転
換者
9.41
性別
年齢
通勤距離
自転車徒歩通勤の
習慣性
0.02
-0.06
-0.38
0.47
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図 5-5 日頃の自転車・徒歩通勤実施状況 
 
 
表 5-2 日頃の実施状況分類 
 
 
実験参加者の男女別内訳を，表 5-3，表 5-4 に示す．男女年代別全従業者数に対する男
性の参加率は，日常実施者：2～6%，施策による手段転換者：1～4%であるのに対し，女性
は，日常実施者：0～1%，施策による手段転換者：1～2%となっている．男女の参加率の差
を示す z 値は，日常実施者：z=3.32，施策による転換者：z=2.22 であり，両者とも男性の参
加率が有意に高い． 
また表 5-5 は，通勤距離別に見た参加人数である．日常実施者，施策による手段転換者
とも通勤距離 16km 未満の参加者が約 9 割となっている．今回実験対象とした就業地のよう
に，公共交通が十分整備されていない地域において自転車・徒歩による通勤を推進した場
合，転換対象者は，公共交通等の乗り継ぎを行わずに，自宅から自転車・徒歩のみで通勤
できる範囲であることが分かる． 
 
 
 
 
 
日頃から
実施して
いる
48%
今回
初めて
実施す
る
17%
以前実
施したこ
とがある
が
現在して
いない
35%
N=133
分類 内容 人数
日常実施者 日頃から自転車徒歩通勤を実施している 63
以前実施したことがあるが現在実施していない
今回初めて実施する
施策による手段転換者 70
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 表 5-3 社会実験登録者（男性） 
 
 
表 5-4 社会実験登録者（女性） 
 
 
表 5-5 通勤距離別登録者 
 
 
 
次に，社会実験期間に参加者が転換した交通手段を比較する(図 5-6)．転換交通手段に習
慣性による大きな差は見られず，日常実施者，施策による手段転換者とも自転車への転換
が徒歩への転換に比べて約 10 倍であり，自転車転換者と徒歩転換者の比率の差を示す z 値
は，日常実施者：z=8.29，施策による手段転換者：z=9.60 と日常実施者，施策による手段転
換者とも自転車通勤者の比率が徒歩通勤者に比べて有意に高く，地方都市では，徒歩に比
べて自転車への転換がし易いことを裏付ける結果となっている．なお，施策による手段転
換者の社会実験開始前の交通手段は，すべて自動車である．図 5-7 は，実験期間中の平日
稼働日 20 日中に，各参加者が自転車，もしくは，徒歩で通勤した回数の散布図である．活
動的な通勤を行うことで健康面での促進効果を得るためには，行動を繰り返し実施しなけ
ればならない．今回の実験は，参加者が実験期間中自転車・徒歩通勤を実施する回数を個
29歳未満 30歳代 40歳代 50歳以上 計
日常実施者 9 21 14 15 59
施策による手段転換者 2 9 26 24 61
日常実施者 6% 4% 2% 2% 3%
施策による手段転換者 1% 2% 4% 4% 3%
人数
参加率
29歳未満 30歳代 40歳代 50歳以上 計
日常実施者 1 1 0 2 4
施策による手段転換者 2 2 1 4 9
日常実施者 1% 0% 0% 1% 1%
施策による手段転換者 2% 1% 1% 2% 1%
人数
参加率
4km未満 ～8km ～12km ～16km 16km以上
日常実施者 26 20 11 4 2
施策による手段転換者 16 34 14 7 3
日常実施者 7% 2% 1% 1% 1%
施策による手段転換者 4% 4% 2% 2% 1%
人数
参加率
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 人の裁量に任せており，参加者がどれくらいの頻度で自転車・徒歩通勤を可能であるかを
調査した．日常実施者と施策による手段転換者の実施回数を比較すると，日常実施者は，
15 回以上のほぼ毎日自転車・徒歩通勤を実施している者が 60%であるのに対し，施策によ
る手段転換者は，16%，平均実施回数は，日常実施者が 14.93 回であるのに対し，施策によ
る手段転換者は，9.40 回であり，両者の平均値の差を示す t 値は，t= 1.98 と有意に異なる．
また，通勤距離に対する実施回数の近似式は，日常実施者：y=-0.50x+17.47(R=0.43)，施策
による手段転換者：y=-0.38x+12.10(R=0.31)となり，相関の有無を示す t 値は，日常実施者：
t=3.68，施策による手段転換者：t=2.78 と，自転車・徒歩通勤実施回数は，日常実施者，施
策による手段転換者とも強い相関ではないが，通勤距離が長くなるに従い線形的に減少す
る傾向が見られる． 
 
図 5-6 転換交通手段内訳 
 
 
図 5-7 自転車・徒歩通勤実施回数 
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 5.2.  健康・環境促進効果の推計 
ここまでの分析を踏まえ，日頃の自転車・徒歩による通勤実施状況を加味したうえで，本
施策による環境と健康の促進効果を推計する．ただし健康効果は短期の運動では得られな
いため以降の分析は，実験参加者が今後も継続して実験期間中の通勤行動を実施すると仮
定している．参加者の自転車・徒歩通勤習慣別に CO2 の削減効果を算定した結果を表 5-6
に示す．CO2 削減効果の算定式は，式(5-1a)の通りであり，実験期間中各参加者が実施した
自転車・徒歩通勤回数から，全日自動車通勤した場合に対する削減率を求めている．前節
で述べたように，実施回数は，日常実施者と施策による手段転換者で大きく異なるため両
者の削減率にも差が生じており，日常実施者の CO2 削減率が，70%であるのに対し，施策に
よる手段転換者の CO2 削減率は，43%となった．両者の差を示す t 値は，t=2.04 であり，日
常実施者の削減率が有意に大きいことが確認できる． 
 
表 5-6 CO2削減効果 
 
 
a.自動車通勤を
想定した場合の
CO2排出量(kg)
b.自転車・徒歩
通勤による
CO2削減量(kg)
削減率
(b/a)
日常実施者 3111.78 2163.26 70%
施策による
手段転換者 4084.08 1755.96 43%
car
low
co V
V
R =2
                (5-1a) 
ここで， 
car
coi
i
daycar U
UhnV 2⋅=∑
           (5-1b) 
  car
coi
i
ilow U
UhnV 2⋅=∑
            (5-1c) 
ただし， 
Vlow：自転車・徒歩通勤による CO2 削減量 
Vcar：自動車通勤を想定した場合の CO2 排出量 
i：参加者 
nday：平日稼働日数(20 日) 
hi：通勤距離(km) 
Uco2：CO2 原単位(2.3kg/l) 
Ucar：自家用車平均燃費(11km/l) 
ni：自転車・徒歩通勤実施回数 
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 次に，健康促進効果を推計する．推計に当たり， 2 件のコホート研究 11)，12)を適用する(表 
5-7)．両者はいずれも，実験開始時に生活習慣病を発症していない従業者を，自転車・徒歩
等の活動的な通勤をしているグループと自動車等の非活動的な通勤をしているグループに
分け，2 型糖尿病については 2 年後，高血圧症については 10 年後の発症率を比較したもの
である．これより実験参加者の生活習慣病発症リスク削減効果 H を式(5-2a)から算定した．
ただし，今回適用したコホート研究では，活動的な通勤の頻度に関する記載は無く，活動
的な通勤をしているか否かのみの分類となっているが，今回の実験から実験参加者は，活
動的な通勤をする意思を表示していても，期間中毎日活動的な通勤をするとは限らないこ
とが分かった．そこで，各疾患のリスク削減率 H の算定に，社会実験期間中の平日稼働日
に対する各被験者の自転車・徒歩通勤実施回数を，自転車・徒歩通勤実施頻度 RT として加
味している．算定の結果，日常実施者の高血圧発症リスク，2 型糖尿病発症リスクは，18%
～19%，施策による手段転換者のリスクは，10%～11%の削減効果が期待できることが確認
された． 
 
表 5-7 活動的な通勤時間と生活習慣病発症リスク 
  
 
                
M
RNd
H T
TTT∑ •
=
・
        
 (5-2a) 
ここで， 
TT rd −=1             (5-2b) 
ただし， 
T：通勤歩行時間 
rT：各生活習慣病の通勤時鑑別別発症リスク削減率  
NT：対象通勤時間の人数 
RT：自転車・徒歩通勤平均実施率 
M：全実験参加人数 
 
 
0～10 11～20 21分以上
高血圧症発症リスク 1.0(標準) 0.91 0.70
2型糖尿病発症リスク 1.0(標準) 0.86 0.73
活動的な通勤時間(min)
*通勤時間は，往復
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 表 5-8 自転車・徒歩通勤による生活習慣病発症リスク削減効果 
 
 
5.3. 健康・環境促進効果拡大施策 
前節により今回の社会実験は，環境，および，健康促進に一定の効果が期待でることが
確認できたものの，自転車・徒歩通勤を実施できる回数は参加者によって様々であり，自
転車・徒歩通勤を試みたにもかかわらず，実験期間中の自転車・徒歩通勤実施回数が半数
以下の参加者が 37%を占めていた．これらの参加者の実施回数をさらに確保できれば，環
境・健康効果は高まることが期待できる．そこで，実施回数との因果関係を分析して環境・
健康効果の拡大方法を検討する． 
実施回数の決定要因を見つけるため，実験参加者の個人属性，就業時間，実験参加目的，
環境や健康に関する意識を調査し，要因ごとの平均実施回数と相関係数を算定した．算定
結果を表 5-9～表 5-13 に示す．平均値については，統計検定の結果 5%有意な差が得られ
た箇所，相関係数については，相関が得られた箇所に網掛けをしている．網掛けされた箇
所は，日常実施者と施策による手段転換者で異なっており，日常実施者は，表 5-9 男女別平
均自転車・徒歩通勤実施回数，表 5-11 就業開始時間別平均自転車・徒歩実施回数，表 5-13
環境や自動車利用に関する意識別平均自転車・徒歩実施回数で，施策による手段転換者は，
表 5-10 年齢別平均自転車・徒歩実施回数，表 5-11 就業開始時間別平均自転車・徒歩実施回
数となっている．これより日常実施者は，女性の平均自転車・徒歩通勤実施回数が，男性
の平均自転車・徒歩通勤実施回数より高く得られており，表 5-3，表 5-4 より，女性は，
男性に比べて社会実験への参加比率は少ないが，自転車・徒歩通勤を実施する頻度は，男
性に比べて高いことが分かる．また，就業開始時間別に見た場合，8:30 以降の参加者の平
均自転車・徒歩通勤実施回数は，他に比べて有意に高くなっており，就業開始時間は遅い
方が実施回数を確保しやすいことも読み取れる．環境や健康に対する意識別に見た平均自
転車・徒歩通勤実施回数および相関係数に有意な傾向が見られたのも日常実施者のみであ
り，環境に関心がある参加者は，関心がない参加者に比べて実施回数が多いこと，健康に
自信がない参加者は，自信ある参加者に比べて実施回数が多いことが読み取れる．次に，
施策による手段転換者に着目する．施策による手段転換者は，年代別にみると 29 歳未満の
平均自転車・徒歩通勤実施回数が少なく，30 歳代の平均自転車・徒歩通勤実施回数が他の
グループに比べて多い．就業開始時間は，8:00 の参加者に比べて，8:30 の参加者の方が平
均自転車・徒歩通勤実施回数が多く，相関係数も就業開始時間に対して正の相関となって
いる． 
高血圧発症リスク 2型糖尿病発症リスク
日常実施者 19% 18%
施策による手段転換者 14% 12%
削減効果
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表 5-9 男女別平均自転車・徒歩通勤実施回数 
 
 
表 5-10 年齢別平均自転車・徒歩通勤実施回数 
 
 
表 5-11 就業開始時間別平均自転車・徒歩通勤実施回数 
 
 
 
表 5-12 実験参加目的別平均自転車・徒歩通勤実施回数 
 
男性 女性
日常実施者 14.26 17.75 0.18
施策による手段転
換者
9.42 9.56 0.01
平均自転車・徒歩通勤実施回数
相関係数
29歳未満 30歳代 40歳代 50歳以上
日常実施者 14.65 14.93 14.15 14.08 -0.03
施策による手段転
換者
3.75 12.96 8.25 9.91 0.15
相関係数
平均自転車・徒歩通勤実施回数
8:00以前 8:00 8:30 8:30以降
日常実施者 - 14.31 15.42 19.50 0.20
施策による
手段転換者
9.25 8.55 12.29 12.00 0.26
平均自転車・徒歩通勤実施回数
相関係数
はい いいえ
地域貢献 14.97 14.29 0.06
健康になれる 14.07 14.59 -0.05
ガソリン代節約 15.28 14.17 0.10
楽しそう 12.13 14.83 -0.19
地域貢献 9.54 9.32 0.02
健康になれる 9.97 9.24 0.10
ガソリン代節約 8.28 9.80 -0.14
楽しそう 8.88 9.44 -0.03
平均自転車・徒歩通勤実施回数
相関係数
日常
実施者
施策に
よる手段
転換者
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 表 5-13 環境や自動車利用に関する意識別平均自転車・徒歩通勤実施回数 
 
 
 
続いて上記の統計分析結果から，さらに効果的な施策を抽出する． 図 5-7の通勤距離に
対する自転車・徒歩通勤実施回数分布より，自転車・徒歩通勤実施回数と通勤距離は，線
形の相関が見られるため，自転車・徒歩通勤実施回数と他の変数間についても，線形の相
関を想定し，ここでは重回帰分析を用いる．実施回数を目的変数として，説明変数にこれ
までの分析で有意な傾向が確認された，個人属性と環境や健康に対する意識を投入した．
算定結果を表 5-14～表 5-15に示す． t 値より 5%有意と判定された説明変数に網掛けをし
ている．各モデルの有意確率は，日常実施者のモデルが，p=0.0005，施策による手段転換者
p=0.0007 であり，モデルは予測の役に立つと判断する．分析の結果より，日常実施者に対
しては，①通勤距離が短く，②環境に関心があり，③健康に自信がない参加者，施策によ
る手段転換者は①通勤距離が短く，②年齢が比較的高く，③就業開始時間が遅いことが自
転車・徒歩通勤実施回数の増加により大きな影響を与える変数として選定された． 
 
表 5-14 重回帰分析（日常実施者） 
 
はい いいえ
環境問題に関心がある 15.29 12.97 0.26
地球温暖化防止のために自動車
利用を控えようと思っている
14.85 14.00 0.09
自動車利用を控えることは難しい 13.63 14.75 -0.10
健康に自信がある 12.28 15.23 -0.27
環境問題に関心がある 9.29 9.76 -0.04
地球温暖化防止のために自動車
利用を控えようと思っている
9.55 9.24 0.03
自動車利用を控えることは難しい 8.68 9.79 -0.13
健康に自信がある 9.40 9.41 0.00
平均自転車・徒歩通勤実施回数
相関係数
日常
実施者
施策に
よる手段
転換者
変　数 偏回帰係数 単位 備考
通勤距離 -1.07 km
性別 -3.71 -
男性：１
女性：0
年齢 -0.06 歳
就業開始時間 133.63 秒
実験期間中就業を開始
した平均的な時間
環境問題に関心がある 5.81 -
関心がある：１
それ以外：０
健康に自信がある -6.24 -
自信がある：1
それ以外：0
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 表 5-15 重回帰分析（施策による手段転換者） 
 
 
 
(3)効果拡大施策の提案と導入効果の推計 
前節で得られた各決定要因に対して，改善施策を提案する．まず通勤距離に関しては，
通勤距離が短いほど自転車・徒歩通勤実施回数が増加するため，居住地変更が施策として
考えられる．現在多くの企業は，就業者の居住地に関与しておらず，通勤距離に応じた手
当を支給している．しかし，通勤距離が長くなれば，交通事故等のリスクは上昇する．ま
た，日々の長距離に渡る自動車運転により，疲労が蓄積して仕事の効率が下がることも考
えられる．よって，企業にとって通勤距離の減少は，環境・健康面のみでなく，業務効率
の観点からもメリットがあると考えられる．居住地変更に対する具体的な施策としては，
通勤手当の見直しが考えられる．現在の距離に応じた通勤手当の均等配布を見直し，長距
離通勤者に対する通勤手当の減額等の施策を導入すれば，長期的ではあるが就業者の居住
地を就業地周辺に移行することが可能と考える．重回帰分析より導かれた偏回帰係数を用
い，各参加者の通勤距離を現在より 1～5 割減少させ環境・健康効果を推計した結果を図 5-8
に示す．通勤距離が減少するに従い CO2 削減率は，増加の傾向が見られるものの通勤距離
の 1 割減を想定すると，CO2削減率は現在の削減率と比べて 2%，高血圧/2 型糖尿病発症リ
スク削減率は，現在と比べて 0.3～0.4%の増加であり，通勤距離 5 割の減少を想定しても
CO2削減率は現在の削減率と比べて 12%，高血圧/2型糖尿病発症リスク削減率は，-0.3～0.4%
の増加と推計された．次に，環境と健康に関する意識に着目する．日常実施者は，環境に
対する関心と，健康に関する自信の 2 つの変数が自転車・徒歩通勤実施回数に有効な変数
として抽出されている．環境への関心については，関心が高い参加者が，健康への自信に
ついては，健康に関する自信がない参加者の方が，自転車・徒歩通勤実施回数が増加して
いる．これは，環境意識が自転車・徒歩通勤の選択に影響を与えていることを示すととも
に，健康に自信のない参加者は，健康に対する不安から積極的に運動をしようという意識
が高まり，自転車・徒歩通勤を運動の機会として捉え自転車・徒歩通勤実施回数が増加し
たものと考えられる．今回の調査で，健康に自信があると答えた参加者は，133 名中 29 名
であり，残り 101 名は，自身の健康に関して何らかの不安を持っていることが明らかとな
変　数 偏回帰係数 単位 備考
通勤距離 -0.72 km
性別 2.27 -
男性：１
女性：0
年齢 0.27 歳
就業開始時間 201.90 秒
実験期間中就業を開始
した平均的な時間
環境問題に関心がある -2.98 -
関心がある：１
それ以外：０
健康に自信がある -2.99 -
自信がある：1
それ以外：0
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 った．現在わが国の生活習慣病患者数の増加は深刻な問題の１つとなっており，人々の健
康意識は高まっている．今回の健康を動機づけとした社会実験成果は，このような背景も
後押しになったものと考えられる．そこで，環境問題に関する情報提供や，健康維持には，
継続的な運動が必要である等，健康に関する情報提供を社会実験時のみでなくその後も継
続し，環境や健康維持に対する参加者の意識を高めること．さらに，健康に関して根拠の
ない自信を持つ参加者に，健康に関する正しい情報を提供することが自転車・徒歩通勤の
実施回数に有効な施策として考えられる．実験参加者の環境への関心，および，健康への
自信が，情報の提供によりすべて自転車・徒歩通勤の実施回数増加に有効な方向に変化し
たと仮定し環境・健康効果を推計した結果を表 5-16に示す．情報提供により，実験参加者
すべてが環境への関心を持ったと仮定した場合，CO2削減率は，現行に比べて 3%，高血圧
/2 型糖尿病発症リスクは共に 1%の増加，健康に対する自信の変更に関しても，CO2 削減率
は，現行に比べて 3%，高血圧/2 型糖尿病発症リスクは共に 1%の増加となり，施策導入前
に比べていずれも有意な上昇が見られる．通勤距離の削減施策として挙げた通勤手当の見
直しは，人事制度にかかわるものであり，企業にとって施策の導入が容易に出来るもので
はないが，環境や健康に関する情報提供は，前者に比べ容易に実施が可能と想定される．
よって日常実施者においては，環境や健康に関する情報提供が，比較的導入しやすく効果
が期待できる施策であると思われる． 
 
 
 
図 5-8 通勤距離変更による CO2削減率と高血圧/2型糖尿病発症リスクの変化 
（日常実施者） 
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 表 5-16 健康促進のための施策導入予測結果 
 
 
一方施策による手段転換者においては，参加者の年齢を作為的に操作することは困難と
想定されるため，これを除くと，通勤距離と就業開始時間が自転車・徒歩通勤実施回数の
決定要因として挙げられる． 
通勤距離に関して，日常実施者と同様に通勤距離を 1 割から 5 割減少させたときの環境・
健康効果を推計した結果を，図 5-9 に示す．施策による手段転換者についても通勤距離が
減少するに従い CO2 削減率は，増加の傾向が見られるものの通勤距離の 1 割減を想定する
と，CO2減少率は現在の削減率と比べて 1%，高血圧/2 型糖尿病発症リスク削減率は，0.3%
の増加，5 割減を想定しても CO2 減少率は現在の削減率と比べて 8%，高血圧/2 型糖尿病発
症リスク削減率は，1～2%の増加であった． 
次に，就業開始時間に着目する．就業開始時間は，遅いほど，自転車・徒歩通勤の実施
回数に増加が見られる．加藤ら 13)は，勤務体制と自動車通勤抑制意識との関係を調査し，
フレックスタイムの導入が，自動車通勤を控えようとする意識を高める効果があることが
示しており，朝の時間的余裕は，自転車・徒歩通勤の選択にプラスの影響を及ぼすものと
考えられる． 
これより，本件に関する施策としても，フレックス制度の導入等により，通勤開始時間
にゆとりを持たせる施策が有効と考えられる．図 5-10に就業開始時間の変更に対するCO2
削減率，および，高血圧/2型糖尿病発症リスク削減率を示す．就業開始時間が遅くなるに従
い，CO2削減率，および，高血圧/2型糖尿病発症リスク削減率は，増加の傾向が見られ，就
業開始時間1分あたり，CO2削減率：0.35%，高血圧/2型糖尿病発症リスク：0.07～0.08%の増
加となっている．今回の社会実験において， 実験期間中自転車・徒歩通勤を半数以上実施
者した参加者と半数未満の参加者の平均就業開始時刻を比較したところ，半数未満の実施
者の平均就業開始時刻が7時57分43秒であるのに対し，半数以上の実施者の平均就業開始時
刻は8時8分2秒と，約10分の差が見られた．提案施策等の導入により，平均就業開始時間が
10分遅延したと想定すると，CO2削減率：3.5%，高血圧/2型糖尿病発症リスク：0.7～0.8%
の増加となる．施策による転換者においては，日常実施者で提案した情報提供では自転車・
徒歩通勤実施回数の増加は期待できず，通勤距離，就業開始時刻のような人事制度の見直
しが必要となるが，算定で用いた就業開始時間の10分程度の遅延であれば，現実的な数値
操作変数
CO2
削減率
高血圧発症
リスク
削減率
2型糖尿病
発症リスク
削減率
施策導入前 0.70 0.19 0.18
環境に関心がある 0.73 0.20 0.19
健康に自信がある 0.73 0.20 0.19
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 と思われる．以上の分析より，社会実験参加者の自転車・徒歩通勤実施回数を増加し，環
境・健康効果をさらに高めるためには，日常実施者に対しては，環境や健康維持に関する
情報提供，施策による手段転換者に対しては，フレックスタイム制度の導入等による就業
開始時間の遅延が効果的であることが示された． 
 
 
図 5-9 通勤距離変更による CO2削減率と高血圧/2型糖尿病発症リスクの変化
（施策による手段転換者） 
 
 
図 5-10 就業開始時間変更による CO2削減率と高血圧/2型糖尿病発症リスク
の変化（施策による手段転換者） 
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 5.4.  結語 
 本研究は，健康を動機づけとしたモビリティ・マネジメント社会実験を行い，環境，
および，健康促進効果を評価した．その結果，以下のことを明らかにした． 
・地方都市において，健康を動機付けとした自転車・徒歩通勤を実施したところ，男性 6%，
女性 2%の参加が得られた． 
・自転車・徒歩通勤の習慣性に着目すると，習慣化していない参加者は，習慣化している
参加者に比べて自転車・徒歩通勤の実施回数が少ないことが分かった． 
・社会実験中の通勤活動を今後も社会実験中と同様に継続すれば，CO2を43～65%，高血
圧症発症リスク，および，2型糖尿病発症リスクを12～17%削減できる可能性があること
が明らかとなった． 
・環境・健康効果をさらに高めるためには，日常実施者に対しては，環境や健康に関する
的確な情報提供．施策による手段転換者に対しては，就業開始時間の変更が有効である
ことが明らかとなった． 
 ただし今回の社会実験は，比較的自転車・徒歩通勤がしやすい秋に1ヶ月間の実験を行
っている．ここで行った環境・健康促進効果の推計は，社会実験中の通勤行動を今後継続
することを前提としているが，一般に気温や天気により，自転車・徒歩通勤の実施回数は
変動することが予測される．さらに正確な推定を行うには，これらを考慮した長期的な計
測が必要と思われる． 
環境・健康効果の拡大施策は，施策により全ての参加者意識や行動が変化すると想定し
て推計しているものであり，実際に導入した際には，参加者全員の意識や行動が変化する
とは限らない．また，本研究で提案した施策を，対象企業の全従業者に導入した場合，今
回実験に参加していない就業者の新たな参加も想定されるが，本研究は，今回実験に参加
した者の実施回数増加を目的とした施策であるため，新たな参加者の増加については加味
していない．今後は，新たな社会実験参加者の増加についても検討の必要があると思われ
る． 
また本研究は，行動変容段階別に自転車・徒歩通勤の実施回数を増加させることを目的
として施策を検討したが，施策による手段転換者に比べて日常実者の自転車・徒歩通勤実
施回数は，有意に大きい．よって，施策による手段転換者を日常実施者へと変容させる施
策についても今後分析すべきではあるが，本研究は，地方都市における健康MMの可能性を
示せたものと考える． 
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 第6章 結論 
 
6.1. 本研究で得られた成果 
 地球温暖化は，世界が直面している深刻な地球環境問題のひとつである．地球温暖化の
原因となる温室効果ガス排出の内訳を見ると，最も多いのが運輸部門であり，運輸部門に
おける二酸化炭素排出量削減の取り組みは必須とされている．また，増加のほとんどが自
家用自動車の増加によるものであることから，自動車に依存した生活を抜本から見直す交
通政策が求められている．しかしながら「大気」は，公共の財の性質を持っているため，
自身が対策をとらなくてもフリーライドすることが可能であり環境問題は深刻化している．
このような「ジレンマ」を解決しない限り環境問題は解決しないと考えられている．そこ
で本論文は，健康を動機付けとした低炭素政策を検討した．なぜなら，健康は，活動者自
身の恩恵に繋がるものであり，現在環境問題における社会的ジレンマの要因となっている，
フリーライドが生じずに，環境活動者が活動成果を自身のメリットとして得ることが可能
となるためである．調査および実証実験から得られた知見を以下にまとめる． 
 第 3 章は，地方都市郊外従業者を対象とし，健康支援サービスを想定した際の自動車抑
制意欲を調査した．その結果，健康支援サービスの提供は，奨励金政策等に比べて，高い
自動車抑制意欲が得られることが明らかとなった．特に，高い CO2 削減効果が期待できる
ものは，摂取エネルギーの提供であり，32%の被験者が，サービス提供により自動車を控え
る意思があるとの回答が得られた．次いで，削減効果が高いものが，消費エネルギーの提
供と健康アドバイスの提供であった．また，経済的な観点から見て，定期健診のような対
面式の健康支援では，費用が多大にかかるため，低炭素交通政策として健康支援サービス
を導入するためには，IT システム等を用いた自動支援が必要であることも明らかとなった． 
そこで，第 4 章では，自動支援に必要な技術検討を行った．最も CO2 削減効果が期待で
きる摂取カロリーについては，現在写真からカロリーを自動計算するサービスがすでに提
供されているが，消費カロリーの算定に関しては，現在のアルゴリズムを適用した場合，
交通手段利用時の消費エネルギーは誤推定される可能性があった．そこで，実証実験を行
い，交通手段利用時に消費エネルギーを的確に推計できる手法を検討した．その結果，１
手法で様々な交通手段利用時の消費エネルギーを算定することは不可能であったが，利用
する交通手段によって算定手法を切り替えることで，必要十分な算定が可能であることが
分かった． 
第 5 章は，実証実験を行い，本地における健康を動機付けとした低炭素交通政策の導入
効果を検証した．チラシにて実験協力への呼びかけをおこなった結果，136 名の参加者が得
られた．全従業者に対する参加率は，5%であり，事前のアンケートによる自動車抑制の意
思表示者 24%と，行動と意思に大きな乖離が見られた．しかしながら，参加いただいた方
の多くが，日々積極的な自転車・徒歩通勤を実施しており，今後も現在の行動を継続した
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 場合，自動車通勤をした場合に比べて，高血圧症発症リスク，および，2 型糖尿病発症リス
クを 15～16%削減できる可能性が得られた．一方で，今回の社会実験をきっかけに自転車・
徒歩通勤を実施した被験者を詳しく考察したところ，習慣的に自転車・徒歩通勤を実施し
ている被験者に比べて実施できる回数は 6 割程度となっており，施策に参加したにもかか
わらず，健康効果が期待できない被験者が存在することが明らかとなった．これらの被験
者をフォローするためには，就業開始時間の調整が有効であることを明らかとした． 
以上の知見より，健康を動機付けとした低炭素交通政策は，地方都市において環境・健
康双方の面から効果が期待できるものである．特に生活習慣病改善の観点から，これまで
の治療内容は，日常生活での努力や我慢を強いられるものが多いといわれているが，通勤
行動により生活習慣病予防に一定の効果が期待できることが示されたことは，有意義な成
果と考える．本研究の成果は，同様の課題を抱える地方都市において，今後低炭素交通政
策のモデルケースとして貢献するものと考える． 
 
6.2. 今後の課題 
本論文により，健康を動機付けとした低炭素交通政策は，地方都市において一定の成果
が得られる可能性を示すことは出来たが，通勤社会実験における実験参加率は，対象者全
体の 1 割程度であった．本来， MM の特徴は個人を対象とした行動支援にあるが，今回実
施した社会実験は，一律の情報提供であり個人に合わせた行動支援とはなっていない．十
分な導入効果を得るためには，個人に合わせた決め細やかな支援が今後必要と考えられる．
このような支援手法は，すでに行動心理学の分野において研究が進められている．中でも
近年注目されているモデルに，トランス・セオレティカルモデル(以下 TTM と略す)と呼ば
れるものがある．本モデルは，行動の変容が長期間にわたって段階的に達成されることに
着目し，個人の変容ステージに併せた支援を行うものである．TTM は，禁煙に代表される
ような不健康な習慣的行動の改善に有効であると報告されている．本論文で変容対象とし
た，「自動車に依存した生活からの脱却」は，上記と非常に類似した行動であり，交通部門
における TTM の適用は，難航する交通部門における新たな低炭素政策としての可能性を持
つものと考えられる．今後は，上記モデルによる既往研究を参考にしながら，個人の変容
段階に合わせた支援手法の検討が必要と考える．  
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